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区分 分野 団体名 支障事例 見解
補足
資料

28 B　地方に対
する規制緩和

【支障事例】
職業能力開発促進法においては、出入国管理及び難民認定法別表第１の４の表の留
学の在留資格をもって在留する者が、公共職業能力開発施設の行う普通職業訓練又
は高度職業訓練（以下「公共職業訓練」という。）及び公共職業訓練に準ずる訓練を受
けることについて制限する規定はない。一方、出入国管理及び難民認定法において
は、公共職業訓練又は公共職業訓練に準ずる訓練を受けることを目的とした留学の在
留資格の取得を制限する規定が存在する。具体的には、公共職業能力開発施設のう
ち、職業能力開発大学校と職業能力開発短期大学校については、同法別表第１の４の
留学の項の下欄に掲げる活動に規定される学校に準ずる機関であることから、留学の
在留資格の取得が許可されているが、当県の高等技術専門校のような職業能力開発
校は、当該機関ではないことから、留学の在留資格の取得が許可されていない。
以上のとおり、職業能力開発校においては、留学生の受入が実際にはできない状況と
なっている。また、仮に留学生が職業能力開発校に入校し、建築、自動車整備、ＩＴ等の
分野の職業訓練を修了した場合においても、現行上は、出入国管理及び難民認定法
別表第１の２に規定される在留資格「技術・人文知識・国際業務」への変更ができな
い。
【制度改正の必要性】
職業能力開発校と、留学の在留資格の取得が許可されている専修学校専門課程と
で、同じ内容の学科・訓練科を開設している場合、習得できる技術・知識、取得できる
資格は同等であると考える。また、地方の中小企業は人手不足にあり、解決手段の一
つとして、職業能力開発校で、日本での就職を希望するものづくり等の技能を有する留
学生を対象とした人材育成は有効と考える。

日本での就職を希望する留学生の地方の
中小企業への就職を促進するため、出入国
管理及び難民認定法別表第１の４の留学
の項の下欄における「設備及び編制に関し
てこれらに準ずる機関」として、職業能力開
発校を追加するとともに、留学生が職業能
力開発校の職業訓練を修了した場合には、
同法別表第１の２に規定する在留資格「技
術・人文知識・国際業務」への変更を可能と
すること。

出入国管理及び難民認定法別表
第１の２、１の４
出入国管理及び難民認定法第七
条第一項第二号の基準を定める
省令
留学生の在留資格「技術・人文知
識・国際業務」への変更許可のガ
イドライン
職業能力開発促進法第15条の７、
第16条、第19条、第92条
職業能力開発促進法施行規則第
10条～15条

○当県においても、外国籍の高校生等から入校の可否について問い合わせがある中、①の支障事例（前段）に記載の
状況と同様であり、当県の高等技術専門校のような職業能力開発校に入校を希望するものにも「留学」の在留資格を
与えていただくよう働きかけることについては、参画の意向あり。

旭川市、富山
県、山梨県、
長野県、京都
府、高知県、
延岡市

宮城県、
三重県、
広島県

法務省、
文部科
学省、厚
生労働
省

留学生が技術・知識を習得でき
る機関・機会が増え、選択の幅
が広がる。また、留学生が習得
した技術・知識を活かした職に就
くことで、活躍の機会も増加す
る。特に、人材獲得力が弱く絶対
的人手不足に悩む地方の建築、
自動車整備、ＩＴ等の分野の中小
企業への留学生の就職の支援
につながり、地域経済の活力維
持・向上が期待できる。

04_雇用・労
働

職業能力開
発校における
留学生の受
入及び修了
後における当
該留学生の
在留資格に
ついて「留学」
から「技術・
人文知識・国
際業務」への
変更を可能と
すること

21 指定給水装置工事事業者の新
規指定や更新、一部の変更の届
出に当たって、添付書類が少な
くなるほか、指定事業者による証
明書類の取得作業がなくなるな
ど、電子化により指定事業者・水
道事業者双方の効率化が図ら
れる。

【現行制度】
指定給水装置工事事業者の指定の申請、更新及び一部の変更の届出に当たっては、
水道法施行規則第18条第２項第２号並びに第34条第２項第１号及び第２号により、法
人にあっては登記事項証明書、個人にあっては住民票の写しを添えなければならない
と規定されている。
【支障事例】
現行制度下では、申請又は届出に必要な登記事項証明書又は住民票の写しを申請者
が各行政窓口で取得し、書面を提出する必要がある。また、指定給水装置工事事業者
の指定の申請等の手続について、インターネットを介した手続の導入可能性の検討に
当たり、登記事項証明書及び住民票の写しの添付が必要となるため、それらについて
電子的な確認ができるようにしてほしい。

指定給水装置工事事業者の指定に関する
手続に当たり、登記事項証明書又は住民票
の写しの書面提出によらずに、例えばマイ
ナンバー制度における情報連携等により電
子上での内容確認が可能となるよう、必要
な措置を講じること。

B　地方に対
する規制緩和

○指定給水装置工事事業者の手続きについて、電子化を検討しているが、申請又は届出に必要な登記事項証明書又
は住民票の写しを書面を提出する必要があるため、電子化の障害となっている。水道法で定められている諸手続につ
いて、国で統一したシステムを開発・導入してほしい。
○電子化により添付書類の確認等が省略でき、事務の効率化が図られることから、インターネットを介した手続きの導
入を求め、導入の際には当市でも活用を検討する。
○当市においても電子申請システムの導入を検討しているが、法令により、確認書類の原本（法人:登記事項証明書や
個人：住民票の写し）が求められている。
【対応】電子申請を導入しても、確認書類の原本が必要なため、別途、事業者に対し、郵送や持参などで提出を求める
ことになる。これでは事業者や上下水道局にとって、電子申請の導入メリットを享受することができず、効率化を図ること
も困難だと考えている。法令改正により電子確認が可能なルール創設を検討していただきたい。

北海道、旭川
市、ひたちな
か市、桐生
市、千葉県、
神奈川県、川
崎市、堺市、
鳥取県、広島
市

令和２年
11月30
日「地方
公共団
体におけ
るＤＸ推
進に関
する要望
（第２
弾）」とし
て国に提
出

指定給水装
置工事事業
者の指定に
関する手続の
見直し

06_環境・衛
生

管理
番号

提案区分

提案事項名 求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便
性の向上、行政の効率化等）

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解

根拠法令等
制度の所
管・関係府

省
団体名

その他（特
記事項）

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞

各府省からの第１次回答

デジタル
庁、総務
省、法務
省、厚生
労働省

水道法第25条の２第２項、第25条
の３の２第４項、第25条の７、水道
法施行規則第18条第２項第２号、
第34条第２項

有職業能力開発校と専修学校は、ともに職業に必要な能力・技能・知識
を学ぶ場とされており、設備及び編制等については、それぞれ職業能
力開発促進法施行規則、専修学校設置基準等で定められているが、
授業あたりの生徒数や定員に対する教員数などの編制等について
は、職業能力開発校は、専修学校相当であるため、職業能力開発校
入校者に「留学」を付与していただきたい。
現在、職業能力開発校において、外国人が公共職業訓練を受けること
について制限する規定はないが、「留学」の在留資格を得られないこと
により留学生として受け入れることができておらず、職業能力開発校を
設置する地方公共団体に対する実質的な規制となっている。本提案
は、当該規制の緩和により、職業能力開発校において、留学生を対象
とした人材育成を可能とすることを求めるものである。また、職業訓練
の修了後、習得した技術・知識を活かした職に就くことが可能になれ
ば、地方の中小企業における人手不足解消の一助となり、地域経済の
活力維持・向上につながる。
また、県の職業能力開発校においては、一定水準以上の専門的知識
を習得していることに加え、「技術・人文知識・国際業務」の在留資格が
認められている職業能力開発短期大学校と同様に、技能に関する知
識のほか、幅広い知識・教養の習得を図る科目を実施しており、修了
者は、その知識を必要とする業務に従事している。職業能力開発校と
専修学校では、修了者の取得可能な資格が同等の場合が多く、習得
する専門的知識も同程度と考えられることから職業能力開発校修了者
について、専修学校修了者と同等に評価し「技術・人文知識・国際業
務」の在留資格を付与していただきたい。

「留学」の在留資格で行うことができる「教育を受ける活動」は、その性質上、教育機関において行うも
のであるが、職業能力開発校については、設備及び編制等において出入国管理及び難民認定法別表
第一の四に掲げる教育機関と同等とは認めていないことから、同校入校者に「留学」を付与することは
困難である。
なお、職業能力開発短期大学校等については、高度職業訓練等を行うための施設であって、設備及び
編制等において大学と同等と認められるため、大学に準ずる機関として判断したものである。
「技術・人文知識・国際業務」の在留資格に該当する活動は、自然科学又は人文科学に属する技術・
知識を必要とする業務のほか、外国の文化に基盤を有する思考等を必要とする業務に従事する活動
であるところ、自然科学又は人文科学に属する技術・知識を必要とする業務は、学術上の素養を背景
とするものであり、大学等において修得した一定水準以上の専門的知識を必要とするものでなければ
ならない。また、外国の文化に基盤を有する思考等を必要とする業務とは、外国の特有の文化に根ざ
す一般の日本人が有しない思考方法等を必要とする業務である。
大学や専修学校については、教育課程等から学術上の素養の向上を目的にしているといえることか
ら、それらを卒業した者は、学術上の素養があると認めているところ、職業能力開発校は、公共職業能
力開発施設であることから、大学及び専修学校とは異なり、学術上の素養を向上させることを目的とし
た機関ではない。
よって、職業能力開発校を卒業した者について、大学等を卒業した者と同等に評価することはできない
上、外国の特有の文化に根ざす思考方法が培われたものとも認められないため、御提案を受け入れる
ことは困難である。

指定給水装置工事事業者の指定については、法人又は個人が申請
し、指定を受けることが可能である。また、申請者の住所（法人にあっ
ては本店所在地）についても、都内外を問わず指定を受けることが可
能である。したがって、登記事項証明書及び住民票の写しについて
は、法人・個人の別や申請者の住所地により、取扱いが大きく異ならな
いことが望ましい。情報連携の仕組みの検討に当たっては、この点を
踏まえた上で検討いただきたい。
この点、住民票の写しの提出について、マイナポータル又は住基ネット
を活用する方法が主に考えられるが、マイナポータルを活用するため
にはマイナポータルに対応した専用の申請システムが必要となり、法
人と個人とで申請システムが分かれることとなる。こうした点や申請者
間でのマイナンバーカードの普及率という点を鑑みると、現時点では、
住基ネットを活用した手続のほうが申請者・水道事業者の双方にとって
適応しやすいものであると想定されるため、法的な整備を含め早期の
連携実現を検討いただきたい。

指定給水装置工事事業者の指定に関する水道事業者の手続においては、令和３年３月の水道法施行
規則改正により、申請様式における押印を廃止し、電子文書による作成を可能としたところであるが、
申請にあたって申請者が法人の場合は登記事項証明書、個人の場合は住民票の写しを求めている状
況。
なお登記事項証明書については申請書に記載された法人の商号（名称）、本店（主たる事務所）及び
代表者の氏名を、住民票の写しについては申請書に記載された氏名及び住所を、それぞれ確認するこ
とで本人確認を行うことを目的としている。
登記事項証明書の添付が必要な地方公共団体の手続については、令和２年10月26日に運用を開始
した国の行政機関における登記情報連携による添付の省略の状況を踏まえ、各種手続の実態等に関
する調査を行う。その上で、地方公共団体を含む行政機関間の情報連携の仕組みの在り方について
検討し、令和３年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる予定である。
また、住民票の写し等の添付が必要とされている行政手続等については、情報通信技術を活用した行
政の推進等に関する法律第11条の規定により、手続を受ける行政機関等が、情報通信技術を活用し
た行政の推進等に関する法律施行令第５条に定める電子情報処理組織を使用した個人番号カードの
利用その他の措置により、確認すべき事項に係る情報を入手し、又は参照することができる場合には、
その添付を要しないものとされている。
以上を踏まえ、ご要望に応えるべく必要な検討を行う。

東京都



厚生労働省　令和３年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

１ポツ目

通知

令和4年3月30日 「職業能力開発校において普通職業訓練を受け
る外国人に係る在留資格上の取扱いについて
（令和４年３月30日付け厚生労働省人材開発統
括官付人材開発政策参事官通知）」を各都道府
県人材開発主管部（局）長あて通知。

２ポツ目

検討中

令和５年中に結論を得る。 民間の教育訓練機関との関係性に留意しつつ引
き続き検討することとした。

職業能力開発校が出入国管理及び難民認定法
（以下この事項において「入管法」という。）別表１
の４の表の留学の項の下欄に掲げる機関に該当
するものとすることについて、民間の教育訓練機
関との関係性に留意しつつ検討し、令和５年中に
結論を得る。

３ポツ目

検討中

令和５年中に結論を得る。 民間の教育訓練機関との関係性に留意しつつ引
き続き検討することとした。

職業能力開発校の特定の課程を修了した外国人
が、自然科学又は人文科学の分野に属する技
術・知識を必要とする業務に従事しようとする場
合において、「技術・人文知識・国際業務」の在留
資格をもって在留を可能とすることについては、
民間の教育訓練機関との関係性に留意しつつ検
討し、令和５年中に結論を得る。

【全国知事会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な
検討を求める。

―

現在、登記情報連携の利用拡大に伴う効果、影
響等に関する調査・分析を実施中であり、その内
容等を踏まえ、登記事項証明書の添付省略を全
国の地方公共団体へ拡大するための必要な対応
について検討し、令和５年度中に結論を得る。そ
の結果に基づいて必要な措置を講ずる。

対応方針の措置（検討）状況各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会から
の意見

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 各府省からの第２次回答
令和３年の地方からの提案等に関する対応方針（令和３年12月21日閣議決定）記載内容

※提案提出年以降の対応方針に記載があるものは当該対応方針の記載内容を
＜当該対応方針決定年＞として併記

【全国知事会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な
検討を求める。

一次回答にて記載した対応を行うことに加え、提案団体からの見解も踏まえ、個人からの指定給水装置工
事事業者の指定の申請における住民票の写しの添付の省略について、住民基本台帳ネットワークシステム
を利用する方法も含め、関係省庁と協議の上、引き続き対応を検討してまいりたい。

「地域の自主性及び自立性を高
めるための改革の推進を図るた
めの関係法律の整備に関する
法律」（令和4年法律第44号）を
第208回国会に提出済。

法律

＜令３＞
５【厚生労働省】
（31）水道法（昭32法177）
（ⅰ）指定給水装置工事事業者の指定の申請（25条の２）、更新の申請（25条の３の２）及び変更
の届出（25条の７）における登記事項証明書（商業登記法（昭38法125）10条）の添付については、
地方公共団体を含む行政機関間の情報連携の仕組みの在り方について検討し、令和３年度中に
結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
（関係府省：デジタル庁及び法務省）
（39）住民基本台帳法（昭42法81）
（ⅰ）以下に掲げる場合については、住民基本台帳ネットワークシステムから本人確認情報（30条
の６第１項。以下同じ。）の提供を受けることができるものとする。
・水道法（昭32法177）に基づき、地方公共団体の水道事業者（同法３条５項）が指定給水装置工
事事業者の指定の申請（同法25条の２）、更新の申請（同法25条の３の２）及び変更の届出（同法
25条の７）に関する事務を処理する場合
（関係府省：総務省）

＜令４＞
５【厚生労働省】
（29）水道法（昭32法177）
（ⅱ）指定給水装置工事事業者の指定の申請（25条の２）、更新の申請（25条の３の２）及び変更
の届出（25条の７）における登記事項証明書（商業登記法（昭38法125）10条。以下同じ。）の添付
については、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和４年６月７日閣議決定）に基づき、令
和４年度中に一部の地方公共団体を対象とした登記情報連携の先行運用を開始するとともに、更
なる利用拡大に向けて、令和５年度に実施する登記情報連携の利用拡大に伴う効果、影響等に
関する調査・分析結果等を踏まえ、登記事項証明書の添付省略を全国の地方公共団体へ拡大す
るための必要な対応について検討し、令和５年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措
置を講ずる。
（関係府省：デジタル庁及び法務省）

＜令３＞
５【厚生労働省】
（27）出入国管理及び難民認定法（昭26令319）及び職業能力開発促進法（昭44法64）
職業能力開発校（職業能力開発促進法15条の７第１項１号）において普通職業訓練を受ける外国
人については、以下のとおりとする。
・「研修」の在留資格（出入国管理及び難民認定法（以下「入管法」という。）別表１の４）が付与さ
れ得ることを明確化し、地方公共団体に令和３年度中に通知する。
・本邦に在留する外国人に係る在留資格のうち「留学」については、職業能力開発校が入管法別
表１の４の表の留学の項の下欄に掲げる機関に該当するものとすることについて検討し、令和４
年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
・当該結論を踏まえ、職業能力開発校の特定の課程を修了した外国人が、自然科学又は人文科
学の分野に属する技術・知識を必要とする業務に従事しようとする場合において、当該業務につ
いて、本邦の専修学校の専門課程の教育を受け専門士又は高度専門士の称号（「専修学校の専
門課程の修了者に対する専門士及び高度専門士の称号の付与に関する規程」（平６文部省告示
84））を付与される場合と同等以上の技術又は知識を有していると認められるときには、当該外国
人は「技術・人文知識・国際業務」の在留資格（入管法別表１の２）をもって在留を可能とすること
について検討し、令和４年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
（関係府省：法務省及び文部科学省）

＜令４＞
５【厚生労働省】
（27）出入国管理及び難民認定法（昭26令319）及び職業能力開発促進法（昭44法64）
職業能力開発校（職業能力開発促進法15条の７第１項１号）において普通職業訓練を受ける外国
人については、以下のとおりとする。［再掲］
・本邦に在留する外国人に係る在留資格のうち「留学」については、職業能力開発校が出入国管
理及び難民認定法（以下この事項において「入管法」という。）別表１の４の表の留学の項の下欄
に掲げる機関に該当するものとすることについて、民間の教育訓練機関との関係性に留意しつつ
検討し、令和５年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
・当該結論を踏まえ、職業能力開発校の特定の課程を修了した外国人が、自然科学又は人文科
学の分野に属する技術・知識を必要とする業務に従事しようとする場合において、当該業務につ
いて、本邦の専修学校の専門課程の教育を受け専門士又は高度専門士の称号（「専修学校の専
門課程の修了者に対する専門士及び高度専門士の称号の付与に関する規程」（平６文部省告示
84））を付与される場合と同等以上の技術又は知識を有していると認められるときには、当該外国
人は「技術・人文知識・国際業務」の在留資格（入管法別表１の２）をもって在留を可能とすること
について、民間の教育訓練機関との関係性に留意しつつ検討し、令和５年中に結論を得る。その
結果に基づいて必要な措置を講ずる。
（関係府省：法務省及び文部科学省）

水道法（昭和32年法律第177号）の規定に基づ
く、指定給水装置工事事業者の指定の申請等に
関する事務について、「地域の自主性及び自立
性を高めるための改革の推進を図るための関係
法律の整備に関する法律」（令和4年法律第44
号）成立・公布後に、地域の自主性及び自立性を
高めるための改革の推進を図るための関係法律
の整備に関する法律（住民基本台帳 法の一部改
正）の施行について（令和４年５月24日厚生労働
省医薬・生活衛生局水道課）により水道事業者に
周知した。
住民基本台帳法別表第一から別表第六までの総
務省令で定める事務を定める省令（平成十四年
総務省令第十三号）を改正（令和４年８月19日公
布・同年８月20日施行）し、地方公共団体の水道
事業者（水道法３条５項）が指定給水装置工事事
業者の指定の申請（同法25条の２）、更新の申請
（同法25条の３の２）及び変更の届出（同法25条
の７）に関する事務を処理する場合については、
住民基本台帳ネットワークシステムから本人確認
情報（30条の６第１項）の提供を受けることができ
るものとした。

在留資格「留学」をもって本邦において行うことができる活動については、出入国管理及び難民認定法（昭和
26年政令第319号。以下「入管法」という。）別表第１の４の表において、大学等において教育を受ける活動で
あることとしている。専修学校については、学校教育法（昭和22年法律第26号）第124条において、職業若しく
は実際生活に必要な能力を育成し、又は教養の向上を図ることを目的として組織的な教育を行う一定の要
件を満たす教育施設である旨を規定しており、入管法別表第１の４の表の留学の項の下欄に掲げる機関とし
て認めている。
公共職業訓練施設については、職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）において、労働者が段階的か
つ体系的に職業に必要な技能及びこれに関する知識を習得することができるように設置して、職業訓練を行
うものである旨を規定しているが、このうち職業能力開発短期大学校等については、高度職業訓練等を行う
ための施設であって、設備及び編制等において大学と同等と認められるため、大学に準ずる機関として認め
ている。一方、職業能力開発校については、普通職業訓練を行うための施設であること及びその設備及び編
制等において大学等に準ずる機関であるか現状明らかでないことから、入管法別表第１の４の表の留学の
項の下欄に掲げる機関として認めることは困難である。
また、職業能力開発校を卒業した外国人の在留資格「技術・人文知識・国際業務」への変更の御提案を検討
するに当たっては、「技術・人文知識・国際業務」のうち、自然科学又は人文科学の分野に属する技術・知識
を必要とする業務（当該業務とは、第１次回答で述べたとおり、学術上の素養を背景とし、大学等において修
得した一定水準以上の専門的知識を必要とするものである必要がある。）に従事しようとする場合には、当該
外国人が、以下のいずれかの者と同程度のものであると認められる必要があるが、現状、職業能力開発校
を卒業した者がこれらの者と同程度であるかが明らかでないことから、御提案を受け入れることは困難であ
る。
１　従事しようとする業務に必要な自然科学若しくは人文科学の分野に属する技術・知識に関連する科目を
専攻して大学を卒業し、又はこれと同等以上の教育を受けたものであること
２　従事しようとする業務に必要な自然科学又は人文科学の分野に属する技術・知識に関連する科目を専攻
して本邦の専修学校の専門課程の教育を受け専門士の称号を付与されたものであること
なお、在留資格「留学」は教育機関において教育を受けることが本質であり、人手不足への対応は趣旨が異
なる。外国人の受入れの目的が深刻な人手不足の解消である場合、特定技能制度の活用も御検討いただ
きたい。

検討中 令和６年度以降 デジタル庁・法務省にて、地方公共団体において
登記事項証明書の提出を求めている各種手続の
実態等に関する調査を実施した。また、当該結果
等を踏まえ、登記情報連携について地方公共団
体へ拡大する方向で、登記事項証明書の添付省
略に関する実施計画（令和４年３月28日　デジタ
ル庁・法務省）を策定した。同計画に基づき、令和
５年２月から、一部の地方公共団体を対象に登
記情報連携の先行運用を開始した（現在、東京
都、和歌山県、ひたちなか市、川崎市、広島市で
先行運用を実施中）。また、令和５年４月から、登
記情報連携の利用拡大に伴う効果、影響等に関
する調査・分析事業を開始した。

―



区分 分野 団体名 支障事例 見解
補足
資料

管理
番号
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制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便
性の向上、行政の効率化等）
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省
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各府省からの第１次回答

48 B　地方に対
する規制緩和

03_医療・福
祉

戦没者等の
遺族に対する
特別弔慰金
の請求手続
きの簡素化

「印鑑等届出書」については、押印廃止に
つき、「氏名等届出書」に改められるが、改
正後の様式が「償還金支払場所」、「記名者
住所」、「記名者氏名」を記載するものとなる
場合は、請求書との記載と重複することとな
るため、請求書との一本化を求める。
また、前回受給者と同順位の別の者が請求
する場合、「戦没者等の死亡当時における
戦没者等と請求者との続柄を証する戸籍」
が必要となるが、本戸籍は主に戦没者の死
亡当時の除籍謄本であり、請求者によって
変動する可能性が低いため、省略を求め
る。

戦後76年が経過し、請求者の多くが高齢者である。請求にあたり、重複した記載内容
（氏名、住所）があるため、申請者の負担となっている。また、新型コロナウイルス感染
症の影響で、弔慰金請求に限らず、多くの窓口業務が簡素化し、短時間で完了される
ことが求められる。
戸籍の取得については、居住地に本籍がある場合は、弔慰金担当者が戸籍窓口につ
なぎ、補助することが可能だが、他県等の場合は郵便申請となり、申請者の大きな負
担となる。

申請等の手続きが簡素化するこ
とにより、申請者の負担軽減及
び記入誤りの減少が見込まれ
る。また、市町村担当者の窓口
業務の短縮や記入項目の確認
箇所の減少により、事務軽減が
図られる。
進達や裁定の時間が短縮され、
迅速な国債交付が見込まれる。

戦没者の遺族に対する特別弔慰
金支給法及び戦没者の遺族に対
する特別弔慰金支給法施行規則、
戦没者等の遺族に対する特別弔
慰金支給法第五条第二項の規定
により発行する国債の発行交付等
に関する省令

○提案の内容は、離島地域の二次医療圏における研修医の確保の一環としての効果が期待できる施策である。当県
でも基幹型研修病院のない二次医療圏があり、制度的に活用の可能性はある。

地域に配慮した臨床研修を行い、かつ全国的な臨床研修の質を確保するため、「医師法第16条の２第
１項に規定する臨床研修に関する省令の施行について」（平成15年６月12日付厚生労働省医政局長
通知）第３の２(2)において、当面の取扱いとして、「都道府県知事は、新たに基幹型臨床研修病院の指
定を受けようとする病院が、前述第二の５(1)エの基幹型臨床研修病院の指定基準を満たさない場合で
も、入院患者の数が年間2,700人以上である場合には、個別の実地調査等を行い、適切な指導体制が
確保され、かつ、研修医が基本的な診療能力を修得することができることなど、良質な研修についての
評価を含め、指定の可否を判断するものであること」としている。
なお、基幹型臨床研修病院の指定を行わなくとも協力型臨床研修病院が当該医療圏に所在する場
合、別の基幹型臨床研修病院が作成する臨床研修プログラムにおいて当該医療圏に配慮したプログ
ラムを作成することにより、その地域で研修医を確保することが可能であり、協力型臨床研修病院の指
定においては、入院患者数の要件はないため、そのような取組も検討いただきたい。

臨床研修病院の指定権限が委譲される際、そのメリットとして、厚生労
働省から、都道府県が目指す医療提供体制の構築が可能となること、
都道府県が病院ごとの定員を定めることにより、地方の研修医が増加
することなどがあるとの説明を受けた。当県では、医学生の様々なニー
ズに合わせた多様な研修先を確保するため、県内すべての二次医療
圏に基幹型臨床研修病院を置き、医学生に対して多くの選択肢を示す
ことで、地方の研修医を増加させたいと考えており、国からの権限移譲
の趣旨を実現するためにこそ、基準の緩和等が必要である。
具体的には、第１次回答にある通知第３の２(2)の内容は承知している
が、県内１医療圏の医療の中心となる病院の入院患者実数が2,700人
未満であり、同項を適用した指定はできない。入院患者実数が2,700人
未満であっても、当該病院は、それ以外の基準は満たしている、もしく
は、当該病院等の努力で基準を満たすことができ、実地調査等で必要
な改善指導等を行うことで、十分な質の臨床研修が行えると考えてい
るが、入院患者実数の基準のみが指定を阻害している。このため、当
該通知が技術的助言であり、当該通知によらずとも地域の実情に応じ
た指定が可能であることを明確にしていただき、地方公共団体が通知
によらない指定を行うことをためらわないようにしていただきたい。ま
た、２次医療圏内に基幹型臨床研修病院がない場合に限り、通知に記
載されている入院患者実数の基準を撤廃又は緩和していただきたい。
なお、協力型臨床研修病院の指定について、取組は進めているが、協
力型臨床研修病院では研修医の採用活動ができないこと等の理由に
より、支障が解決されないと考える。

県内すべての二次医療圏に基
幹型臨床研修病院を置くことが
でき、離島等の医師が少ない地
域で勤務する研修医数が増加す
ることで、医師偏在の解消につ
ながることが期待される。
（具体的には、離島中核病院の
常勤医の負担軽減、研修医が離
島・へき地病院の常勤医となる
可能性、病院全体の活性化等）
なお、基準の緩和にあたっては、
一律に緩和するのではなく、例
えば、二次医療圏内に基幹型臨
床研修病院がない場合などに限
定することが考えられる。

医師法第16条の２第１項に規定す
る臨床研修に関する省令の施行に
ついて（平成15年６月12日付厚生
労働省医政局長通知）

伊勢崎
市、太田
市、沼田
市、渋川
市、藤岡
市、安中
市、みど
り市、榛
東村、甘
楽町、長
野原町、
草津町、
高山村、
東吾妻
町、川場
村、昭和
村、みな
かみ町、
玉村町、
千代田
町、邑楽
町

総務省、
財務省、
厚生労
働省

地方税法第20条の11
租税特別措置法第25条

68 B　地方に対
する規制緩和

03_医療・福
祉

臨床研修を
行うための基
準（入院患者
実数年間
3,000名以上
等）における
知事の裁量
権拡大

医師法第16条の２第１項に規定す
る臨床研修に関する省令の施行
について（平成15年６月12日付厚
生労働省医政局長通知）第２の５
（１）エの基準に係る都道府県知
事の裁量権の拡大（二次医療圏
内に基幹型臨床研修病院がない
場合に限り、入院患者実数の基
準を撤廃又は緩和すること。ま
た、基準の緩和等が困難である場
合は、当該通知が地方自治法に
基づく技術的助言であり、当該基
準を参酌して地方の実情に応じた
指定を行うことが可能であることを
明確化すること。）

当県は８つの二次医療圏（うち４医療圏が離島）を有し、医師偏在の解消に向けて県内
すべての二次医療圏に基幹型臨床研修病院を置くことを検討している。
現在、県内７医療圏には基幹型臨床研修病院があるものの、１医療圏については医療
の中心となる病院の入院患者実数が3,000名以下であることから、基幹型臨床研修病
院の指定実現が困難な状況となっている。

厚生労
働省

長崎県、
九州地
方知事
会

100 租税特別措置法第25条により免
税となった肉用牛の売却所得が
ある者を正確に把握することが
できることから、課税漏れや遡及
課税等を防ぐことができる等、国
民健康保険税の適正な賦課を
行うことができる。
国税連携システムで把握ができ
ない情報について、別途税務署
に赴き閲覧等を行う事務負担が
大幅に軽減される。
【求める措置の具体的内容の補
足】
（国税連携システムに係るデータ
連携書類の拡大（規制緩和）を
求めることは、過去令和元年№
113で既に議論済みと承知して
いる。 本件については、データ
での閲覧を規制されている紙媒
体での確定申告に係る添付資料
に基づく情報（特措法適用者情
報）について、国税連携システム
によらずに情報提供を可能にす
る（または可能であることを明確
にし、協力要請に応じることを改
めて周知する）よう求める提案で
ある。）

租税特別措置法第25条に基づく肉用牛の売却による農業所得の課税の特例により、
所得税及び市町村民税は肉用牛の売却に伴う所得が免税となるものの、国民健康保
険税に関しては当該免税措置の対象とならない。したがって、国民健康保険税の賦課
に際しては、免税前の所得を把握する必要がある（市町村民税においても均等割の判
定には免税前の所得が基準となる）。
国税連携システムによって、市町村は、①e-Taxにより申告のあった者については確定
申告書のほか、青色申告決算書（農業所得用）等の添付書類、②紙媒体により申告の
あった者については確定申告書のみを確認できるが、租税特別措置法第25条の適用
があったにもかかわらず、申告書への記載が漏れている事例（②のうち、確定申告書B
第一表の㊶に「免」と記載のないもの及び第二表の特例条文等欄に「措法25条」と記
載のないもの）が、当市ほか共同提案団体でも見受けられ、国民健康保険税の課税漏
れや遡及課税が発生する要因となっている。
免税前の所得については、国民健康保険税の適正課税だけでなく、介護保険料の算
定にも必要となることから、租税特別措置法適用者の確実な把握が求められる。
※当市においては、確定申告書B第一表農業収入・所得欄に数字があるもの（令和３
年1,568件）を確認し、肉用牛所得がある場合は、確定申告書B第一表㊶に「免」と記載
のあるもの、第二表の特例適用条文欄に「措法25条」と記載のあるもの、前年の確定
申告において、肉用牛免税・免税外所得があったもの等について、税務署に赴き、肉
用牛の売却による所得の税額計算書、収支内訳書等を謄写し把握しているが、把握に
係る事務が膨大となっている（令和３年35件）。
（参考）当市で発生した遡及課税状況（要因：確定申告書の記載漏れ）
・平成30年度処理　２件（平成28年度分、平成29年度分）
・令和元年度処理　１件（平成30年度分）
・令和２年度処理　２件（平成30年度分、令和元年度分）

国民健康保険税賦課に必要となるため、地
方税法第20条の11に基づき、市町村が税
務署に対し、関係資料の閲覧等の協力要
請を行った場合に、特別措置法第25条適用
者情報については、適用者リスト等による
情報提供に協力するよう、事務連絡等に
よって周知を図る。
※情報提供の仕組みは必ずしも国税連携
システムのデータ提供に限らずともよく、税
務署で備える台帳の整備や補完資料の提
供等により市町村が所得把握をしやすくす
ることを求めるもの。

国民健康保
険税の賦課
に必要となる
租税特別措
置法第25条
適用者情報
に関する税務
署から市町村
への情報提
供

11_その他B　地方に対
する規制緩和

○当市では、申告書に「第25条」や「免」の表記がなければ、25条を適用していないものとし課税を行っている。 しかし、
e-Tax以外の申告書については職員が一件一件表記がないか確認しなければならず、確実性に欠けた状況である。
農政担当部局の協力のもと、牛農家の一覧と免牛所得の申告者を照らし合わせるなど、改善を検討しているが、時間
がかかる作業であり、毎年の当初賦課業務のルーティンに組み込めていない。
○所得を正確に把握することで適正な国民健康保険料の賦課ができる。

盛岡市、海老
名市、山梨
県、長野県、
京都市、高松
市、久留米
市、長崎市、
山鹿市、宮崎
市

有第１次回答を踏まえ、申告書第1表右下税務署整理欄の補完記入につ
いて、当市の過去３年分の紙媒体で提出のあった申告書のうち、租税
特別措置法第25条適用者の申告書について、H欄を確認したところ、
補完記入漏れが見受けられ、その中には、「○免」及び「措法第25条」
の記入が漏れていて、かつ、H欄が記入されていないものも見受けら
れた。このような状況では課税漏れや遡及課税はなくならず、適正な
課税につながらない（補足資料参照）。
また、何より特例適用者を正確に把握するための確認作業は膨大で大
変苦慮している。税務署から提供された申告書第１表農業収入・所得
欄に数字があるものの中から「○免」及び「措法第25条」の記載のある
ものを確認するほか、記入漏れに備えて、前年申告で免税となった者
等についても「肉用牛の売却による所得の税額計算書」もしくは「収支
内訳書」の確認に必ず税務署へ赴いている。そこまで努めていても「○
免」及び「措法第25条」の記入が漏れている特例適用者を把握しきれ
ない事を制度上の問題と認識している。
次に、第１次回答中「当該特例適用の有無を税務署に赴くことなく確認
することが可能である。」とのことだが、現状、紙媒体で確定申告書の
提出を行った者については、このデータ連携で課税に必要な情報をす
べて確認することができないため、「税額計算書」等の確認に必ず税務
署へ赴くこととなり、当初課税時の事務の負担となっている。
第１次回答において、「e-Tax以外の紙媒体で提出のあった申告書に
ついて、既に地方公共団体側で当該特例の適用者を把握することがで
きる（略）仕組みが整備されているため、対応しない。」とされているが、
以上の状況を十分に勘案していただいた上で、地方税法第20条の11
（事業者等への協力要請）に基づき、市町村から税務署に協力要請が
あった場合には、租税特別措置法第25条適用者については、関係資
料の閲覧だけではなく、一覧表等による情報提供に協力するよう周知
徹底することを求めるものである。
適正な国民健康保険税の課税及び市町村の事務負担軽減のため、引
き続きご検討をお願いしたい。

e-Tax以外の紙媒体で提出のあった申告書について、既に地方公共団体側で当該特例の適用者を把
握することができる以下の仕組みが整備されているため、対応しない。
税務署では提出のあった申告書をデータ入力する前に、肉用牛の売却に関する特例適用者について
は、申告書第１表の右下にある税務署整理欄の「H」欄に「１」又は「３」と補完記入することとしている。
申告書のイメージデータは地方公共団体にデータ連携しており、申告書イメージデータの税務署整理
欄「H」欄を確認することで、当該特例適用の有無を税務署に赴くことなく確認することが可能である。

○請求者の多くが高齢者であり、ケースによっては多数の戸籍を用意する必要があるため、請求受付には相当の程度
の時間を要している。昨今の新型コロナウィルス感染症の影響下では、この受付時間の長さは感染症予防上重大な懸
念がある。
○請求者の高齢化に伴い、手続きや説明に時間を要している。重複部分の一本化は窓口業務の短縮につながり、請
求者の負担を軽減できる。当市も戸籍の取得については、本籍が他県等の場合に郵便申請することが多く、請求者の
負担となっているところがある。
○「印鑑等届出書」と「請求書」の記載内容が同一であることの確認及び異なっていた場合の対応に手間を要している
ことから、請求書との一本化は有益であると考える。ただし、「印鑑等届出書」改め「氏名等届出書」は、財務省で使用
するものであるため、そのために、請求書を審査庁等でコピーするような事務負担が生じないことが一本化の前提であ
る。
○書類の送付先が異なっている（裁定都道府県と償還金支払場所等）ため難しいかもしれないが、関係機関と調整のう
え統一化が可能ならば、請求者・担当者双方の負担軽減になる。
○弔慰金の請求者の多くは高齢者であり、請求書等必要書類への記載や戸籍等添付書類の準備が負担となってい
る。また、戸籍の取得については、居住地に本籍がある場合は、弔慰金担当者が戸籍窓口につなぐなどの支援が可能
であるが、他県等の場合は郵送請求となるため、大きな負担となっている。
○請求者はほぼ76歳以上の高齢者であり、請求者の負担軽減、また、手続きが困難であることで請求をあきらめる方
がいないよう、手続きの簡素化が求められる。特に、戸籍関係書類の取得については、他県等に本籍がある場合は郵
便申請等となり、高齢の請求者にとって多大なる負担となっている。前回請求者と同一人物が請求する場合は、戸籍抄
本の提出を求めるのではなく住民票での確認とするなどの請求手続きの簡素化が必要であると考える。これらの手続
きの改善については、実際多くの市民の声も寄せられている。
○国の通知では次回の特別弔慰金から印鑑等届出書が氏名等届出書に変更されるようであるが、請求者の負担軽減
からは省略が望ましい。現在、印鑑等届出書が財務事務所、日本銀行代理店、償還金支払場所（郵便局）の順に送付
されているため、これらの機関で不都合がなければ問題はない。
○申請手続きの簡素化については合意する。ただし、現在の業務運用における、「印鑑等届出書」・「請求書」について
は、紙運用自体を抜本的に見直さない限り、提案の成果は限定的なものになると思慮される。重複記載については、前
回受給者限定とはなるが、受付市区町村にて、前回請求情報が印字出力されるだけでも、請求者の手間は省けるので
はないか。
○請求書の記載誤りや必要書類の不足等が多発しており、そのたびに電話等で問い合わせを行っているため、事務が
煩雑になっている。また、必要な戸籍の取得方法がわからない請求者への個別対応にもかなりの事務負担が発生して
いることから、請求手続きの簡素化が必要であると考える。
○当市においても、記入項目が少なくならないかと請求者から意見をもらうことがある。また、本人の手が不自由で上手
に字が書けない場面も散見されたため、書類の一本化をはじめとした、手続きの簡素化は必要と考えている。しかしな
がら、国と郵便局の２か所に書類を提出している現状の制度では、書類を１つにしてしまうと一方は写しを取得するとい
う状況が生まれるため、そういった課題をクリアする方法を検討する必要がある。戸籍を郵送で取得する場合に、手間
がかかり請求者の負担となっていることは感じられるため、できるだけ少ない資料で手続きできるようにする必要がある
と考える。ただし、戸籍を確認しなければ、市の担当者が請求権の有無を判断できず、進達しても書類の補正になる可
能性が高くなるため、戸籍の確認方法を、本人からの提供に頼らないようなシステムに変更するか、個人番号を利用し
たコンビニ等での取得方法をより簡易化するように改良すべきと考えている。
○提案内容と同様の請求があり、請求者に必要書類の提出を求めた際に、理解を得られにくいことがあったことから、
見直しがなされれば、請求者の負担軽減につながると考えられる。

大府市 前橋市、富山
市、福井市、
佐久市、西尾
市、稲沢市、
滋賀県、京都
市、豊中市、
枚方市、寝屋
川市、広島
市、松山市、
久留米市、宮
崎市

山梨県、兵庫
県、高知県、
宮崎県、沖縄
県

財務省、
厚生労
働省

【財務省】
請求書には、氏名等届出書の記載事項の他に「戦没者等にかかる情報」、「請求者の生年月日」等を
記載することとなっている。
提案通り、「氏名等届出書」について、請求書と一本化した場合、請求書（写し）が償還金支払場所で
保管されることとなり、償還金支払場所である金融機関は、不要な個人情報を保持することとなるた
め、当該取扱いの実現は困難。
一方、従来から厚生労働省に提案しているとおり、厚生労働省及び裁定都道府県で使用している援護
システムでは、氏名等届出書の記載事項（氏名、住所、償還金支払場所、記号、額面金額等）の情報
を保有していると考えられるところ、裁定都道府県において、当該システムを用いること等により氏名等
届出書を作成するという取扱いに変更すれば、請求者の負担軽減、記入誤りの減少、市町村担当者
の窓口業務の短縮・記入項目の確認箇所の減少が図られるものと考えている。
なお、特別弔慰金について、第11回特別弔慰金は、「印鑑等届出書」による手続きであり、「氏名等届
出書」は、第11回特別弔慰金の後続銘柄から使用されることとなるため、今回の提案に厚生労働省が
対応可能であれば、第11回特別弔慰金の後続銘柄から変更することになると考えている。
【厚生労働省】
請求書には、氏名等届出書の記載事項の他に「戦没者等にかかる情報」、「請求者の生年月日」等を
記載することとなっている。
氏名等届出書について、請求書と一本化した場合、請求書（写し）が償還金支払場所で保管されること
となり、償還金支払場所である金融機関は、不要な個人情報を保持することとなるため、当該取扱いの
実現は困難。
また、特別弔慰金は、戦後20周年、30周年、40周年、50周年、60周年、70周年といった特別な機会をと
らえ、国として弔慰の意を表すため、一定範囲の遺族（子、兄弟姉妹等）の先順位者１名に対して支給
するものであり、従来より戸籍により支給順位の確認を行っている。前回受給者とは別の同順位者か
らの請求の際に、「戦没者等の死亡当時における戦没者等と請求者との続柄を証する戸籍」（以下「戸
籍」という。）の省略を認めると、
① 前回受給者が提出した戸籍のみでは、戦没者等の死亡当時における戦没者等と請求者（同順位
者）の続柄を確認できない場合がある（※）こと、
（※）請求者が、戦没者等の死亡当時、改氏婚をしており戦没者等及び前回受給者と別戸籍になって
いた場合など
② また、確認できる場合でも、都道府県において前回受給者が過去に提出した戸籍の調査等を行う
のに労力を要する場合がある（※）こと
（※）前回受給者が特別弔慰金を継続的に支給されていた者で、当該者が戸籍を提出したのは当初請
求時（場合によっては制度創設時である昭和40年）のみである場合など
から、現在は、同順位者からの戸籍の提出を求める形としているところ。
他方で、「戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法」の平成27年の改正法案に対する附帯決議
（参議院厚生労働委員会）において、「特別弔慰金の支給に当たっては、遺族の高齢化等を踏まえ、手
続きの簡素化に努める」べきとされていることも踏まえ、氏名等届出書の取扱を含め、請求手続の簡素
化についても戦後80周年を迎える令和７年に向け検討してまいりたい。

本提案の目的は、請求者の高齢化に伴う請求負担の軽減である。
不要な個人情報の保持については、書類に工夫を講じて解決するよう
検討いただきたい。例としては、①請求書の記入後に氏名等届出書に
必要な部分のみ写しをとり、氏名等届出書を作成する。②重複する箇
所について複写式の書類とする。③財務省からの第１次回答のとお
り、裁定都道府県が援護システムを利用して、氏名等届出書を作成す
る。等の方法が考えられる。
「戦没者等の死亡当時における戦没者等と請求者との続柄を証する戸
籍」（以下「戸籍」という。）の省略については、ご回答のとおり、前回請
求者と別戸籍となることが想定される。しかし、当市（８月２日時点）で
の301件の請求のうち、前回請求者と異なる者からの請求は27件で、
全ての戸籍に戦没者等、前回請求者、今回請求者が同一戸籍内に記
載されていた。このことから、戦没者等及び前回請求者と別戸籍になる
ことは極めて稀だと考えられ、市町村で過去の提出戸籍で確認できな
い場合や、戦没者等の死亡当時に別戸籍であった申告がされた場合
等に限り提出を求めることとし、原則省略としていただきたい。進達後
に都道府県で過去の提出戸籍で確認できない場合は、市町村から請
求者へ戸籍の提出を求めることで、受給権の有無を確認できると考え
られる。
また、過去の提出戸籍の調査については、電子管理等を推進し、検索
の効率化を図ることで都道府県の労力を軽減することも可能と考えら
れる。
他都道府県の戸籍を郵便請求する手間から請求を諦める請求者がい
るなかで、高齢化する請求者の労力を軽減し、より多くの戦没者等の
遺族に弔慰を示すために本提案について検討いただきたい。



見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会から
の意見

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 各府省からの第２次回答
令和３年の地方からの提案等に関する対応方針（令和３年12月21日閣議決定）記載内容

※提案提出年以降の対応方針に記載があるものは当該対応方針の記載内容を
＜当該対応方針決定年＞として併記

１ポツ目

２ポツ目
検討中

刷新後の基幹システムの安定運
用を考慮しつつ、実施予定時期
を検討中。

国から地方公共団体への情報提供について、令
和８年度に国税に関する基幹システムである国
税総合管理（KSK）システムの刷新及び地方税の
オンライン手続のためのシステム（eLTAX）の更
改が予定されているところ、提案の情報も含めて
関係府省とともに検討を進めている。

今後も必要に応じて打合せを行い、令和８年度の
実現に向けて検討を進める。

【広島市】
氏名等届出書については、遺族の高齢化等を踏まえた手続
きの簡素化の観点から、財務省提案のとおり、援護システム
により出力する取扱いとすることが適当と考える。
戦没者等の死亡当時における戦没者等と請求者との続柄を
証する戸籍についても、厚生労働省回答の課題はあるが、
一度、都道府県が戦没者等の死亡当時の戸籍を調査し、特
別弔慰金受給の遺族の範囲を援護システムで管理すれば、
請求者や今後請求が見込まれる遺族の負担（手続き、経
費、時間）の削減となるほか、特別弔慰金の受付及び戸籍
の交付を行う市町村の負担も削減されることから、改めて検
討されたい。
なお、改氏婚等で戦没者等の死亡当時の戸籍で遺族と確認
できない者については、確認に必要な戸籍の提出を求めると
規定することで懸念は解決されるものと考える。

【全国知事会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な
検討を求める。

地域の実情を把握しつつ、医道
審議会医師分科会医師臨床研
修部会での議論を踏まえて検討
し、令和５年度中に結論を得る。
その結果に基づいて必要な措置
を講ずる。

令和６年度中を目途 厚生労働省において遺族の高齢化等を踏まえ、
簡素化する方向で検討している。

令和６年度中を目途に結論を得る。その結果に
基づいて必要な措置を講ずる。

【全国知事会】
臨床研修病院の指定は自治事務であり、当
該事務に関する通知等は技術的助言である
ため、指定に当たっての具体的な基準は地
域の実情に応じて都道府県が判断できるこ
とを明確化すること。

○左記通知が技術的助言であるにも関わらず、「省令と一体の基準」とし
て地方公共団体の運用を拘束するというのは、法制的にありえないので
はないか。
○当該通知が技術的助言である以上、当面の取扱いによらずとも、地域
の実情に応じた基幹型臨床研修病院の指定が可能と考えるが如何か。
○協力型臨床研修病院で最大15か月の臨床研修が可能であるとして
も、基幹型臨床研修病院がそのような研修プログラムを作成しないことに
は、協力型臨床研修病院での臨床研修は行えないことから、地域の実情
に応じて、基幹型臨床研修病院への指定を行いやすくなるよう、見直しを
行うべきではないか。

― 検討中

５【厚生労働省】
（38）戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法（昭40法100）
戦没者等の遺族に対する特別弔慰金の請求手続については、遺族の高齢化等を踏まえ、簡素化
する方向で検討し、令和６年度中を目途に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ず
る。
（関係府省：財務省）

氏名等届出書は、「戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法」が改正され次期特別弔慰金を支給する場
合（令和７年（戦後80周年）を想定）に使用されるものであるが、次期特別弔慰金の請求手続については、裁
定都道府県において請求書の情報から出力する方法なども視野に入れつつ、簡素化の手段を検討してまい
りたい。
また、特別弔慰金の受給権を確認するためには、死亡当時の戦没者等と請求者の続柄を正確に把握するこ
とが必要であるため、前回請求者の同順位者であっても、初めて申請をする場合には、戦没者等の死亡当
時の戸籍を確認することが必要である。
今般、いくつかの都道府県に同順位者の戸籍省略についての質問をしたところ、過去に提出された戸籍の検
索が困難で審査の負担が増す、受付時に同順位者かどうか判断できない、等の実務担当者の意見もあった
ところ。
また、特別弔慰金の請求手続においては、請求者居住地の市区町村（請求受付等）から居住地都道府県を
経て戦没者等の本籍地のある都道府県に進達されて裁定が行われることとなる。このため、仮に裁定都道
府県に戸籍提出の要否の判断を委ねると、請求者ごとに戸籍の提出要否が異なることとなり、請求受付時
や進達時に請求者、市区町村及び居住地都道府県において混乱を生じる恐れがある。
このため、同順位者の戸籍の提出の省略については慎重な検討が必要と考えている。
しかしながら、特別弔慰金の請求手続き全般において、更なる簡素化は重要であると考えており、「戦没者
等の遺族に対する特別弔慰金支給法」が改正され次期特別弔慰金を支給する場合（令和７年（戦後80周年）
を想定）には、地方自治体及び請求者の負担が軽減するような在り方を検討してまいりたい。

検討中 地域の実情を把握しつつ、医道審議会医師分科
会医師臨床研修部会での議論を踏まえて検討
し、令和５年度中に結論を得る。その結果に基づ
いて必要な措置を講ずる。

検討中

―

臨床研修後の医師は、特定の地域のみで診療を行うとは限らず、全国各地で診療を行う可能性があり、そ
の意味で、国民に対する良質な医療を提供するためにも、全国的な臨床研修の質の確保や均てん化を図る
ことが重要である。その実現のために、国において統一的な臨床研修病院の指定基準を定めているところで
あり、全国的な臨床研修の質の確保や均てん化を図る重要性については指定権限の移譲前後においても
変わるところはないと考えている。
そのような前提の下、現在の臨床研修制度については、医師法第16条の２、医師法第16条の２第１項に規
定する臨床研修に関する省令第６条、「医師法第16条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施行
について」（平成15年６月12日付厚生労働省医政局長通知）によって、臨床研修の基本理念、臨床研修病院
の指定基準等をお示ししているところであるが、省令で規定するか通知でお示しするかを改めて整理し、今
後必要な検討をしてまいりたい。
また、年間入院患者数に限らず、現在の基幹型臨床研修病院の指定基準については、全国的な臨床研修
の質の確保や均てん化を図るために必要なものとして、これまで医道審議会医師分科会医師臨床研修部会
において議論されてきたものであり、今回ご提案事項については、当該省令の指定要件である協力型臨床
研修病院としての研修医の受入実績や全国の同様な事例等をふまえつつ、検討する必要があると考えてい
る。

５【厚生労働省】
（14）医師法（昭23法201）
（ⅱ）基幹型臨床研修病院の指定基準のうち、臨床研修を行うために必要な症例（医師法第十六
条の二第一項に規定する臨床研修に関する省令（平14厚生労働省令158）６条１項４号）の内容
については、地域の実情を把握しつつ、医道審議会医師分科会医師臨床研修部会での議論を踏
まえて検討し、令和５年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

５【厚生労働省】
（22）地方税法（昭25法226）及び租税特別措置法（昭32法26）
肉用牛の売却による農業所得の課税の特例（租税特別措置法（以下この事項において「措置法」
という。）25条）については、以下のとおりとする。
・国税電子申告・納税システム（e-Tax）以外の方法により提出された所得税申告書については、
措置法25条適用者の場合、各税務署が当該申告書の税務署整理欄のうち「区分H」欄に「１」（措
置法25条適用者）又は「３」（措置法25条適用者の義務的修正）と補完記入を行うことについて、地
方公共団体における国民健康保険料（税）に係る賦課（課税）事務等の円滑かつ適正な実施を図
る観点から、「確定申告期における事務処理要領」において、当該補完記入に係る事務処理手順
を徹底するよう、国税局及び税務署に周知する。
［措置済み（令和３年10月27日付け国税庁管理運営課長、企画課長、課税総括課長、個人課税
課長、資産課税課長指示）］
・「肉用牛の売却による所得の税額計算書」及び「収支内訳書」に関する国と地方公共団体との情
報連携並びに当該特例適用者の一覧表等による国から地方公共団体への情報提供について
は、令和８年度に予定されている国税に関する基幹システムである国税総合管理（KSK）システム
の刷新及び地方税のオンライン手続のためのシステム（eLTAX）の更改に合わせて、国及び地方
公共団体の間での閲覧事務の更なる効率化の実現に向け、地方公共団体の意向も踏まえつつ
検討し、令和７年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
（関係府省：総務省及び財務省）

税務署整理欄の補完記入漏れが見受けられるとの指摘を踏まえ、各国税局・税務署に対し、改めて事務処
理手順の徹底を注意喚起することとしたい。
また、「肉用牛の売却による所得の税額計算書」や「収支内訳書」のデータ連携や、租税特別措置法第25条
適用者の一覧表等による情報提供への協力については、令和８年度に予定されている国税の基幹システム
の刷新と地方税のeLTAXのシステム更改に際し、国税・地方税双方の閲覧事務の更なる効率化の実現に向
け、地方団体の意向も踏まえつつ、検討してまいりたい。

【全国知事会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な
検討を求める。
【全国市長会】
提案内容が現行制度下において対応可能で
あるならば、十分な周知を行うこと。



区分 分野 団体名 支障事例 見解
補足
資料

管理
番号

提案区分

提案事項名 求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便
性の向上、行政の効率化等）

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解

根拠法令等
制度の所
管・関係府

省
団体名

その他（特
記事項）

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞

各府省からの第１次回答

132 B　地方に対
する規制緩和

03_医療・福
祉

被保護者が
居所不明と
なった場合の
生活保護の
停廃止に係る
取扱いの明
確化

被保護者が居所不明となった場合の生活
保護の停廃止に係る取扱いを明確化すると
ともに、公示送達に依るべきこととする場合
には、公示送達に関する規定を生活保護関
係法令に新たに設けること。なお、生活保
護関係法令に公示送達の規定を設けること
が困難な（民法の規定に依ることとする）場
合等は、その理由・考え方を併せて示すこ
と。

生活保護の停止または廃止は、書面によって被保護者に送達しなければ効力が生じ
ないこととなっているが、被保護者が居所不明等の場合の取扱いについては、国が考
え方を示した文書等がなく、明確でない。
居所不明の場合に書面の送達を行う方法としては公示送達が考えられるが、民法の
規定による公示送達は裁判所への掲示が必要であり、裁判所の許可を得るための申
立書や調査報告書、申立手数料等の準備に多大な労力が必要である。
また、裁判所の許可の遅れ等により、公示送達が遅れると、その間も保護が継続して
いたことになるので、保護費を支払わざるを得ないという事態も想定される。
この点、地方税法では、第20条の2に公示送達の規定が設けられており、裁判所の許
可等は不要となっている。
昨年、当市では公示送達を２件実施したが、資料作成や裁判所との調整に５日程度要
した。また、裁判所への公示送達実施のための費用を別途支出せざるを得なかった。

被保護者が居所不明となった場
合の保護の停廃止の方法が明
確になることで、地方公共団体
間での事務の統一が図られる。
生活保護関係法令においても、
地方税法と同様の規定を設ける
ことで、裁判所の許可等が不要
となり、効率的に公示送達を実
施することができる。
被保護者失踪後も保護費を支払
わなければならないという事態を
防止することができる。

民法第98条、地方税法第20条の２ 厚生労
働省

近年のとさつ頭数やと畜検査員数を見ても、獣医師による検査の実施
を取り巻く状況に大きな変化は生じていないとの御指摘ですが、農林
水産省が行っている獣医師法第22条に基づく届出状況の調査結果を
見ますと、当県同様獣医師数の減少が見られる地域があります。
また、都道府県に勤務する公衆衛生獣医師の高齢化が進んでおり、平
均年齢を平成24年と平成30年で比較しますと、45.8歳から46.7歳へ増
加しています。当県においても、公衆衛生勤務獣医師の半分以上が50
歳代であり、今後５年間で９名が定年退職を迎えるなど、慢性的な獣
医師不足に陥っています。
さらに、令和２年度に全国公衆衛生獣医師協議会が実施した採用状
況調査においても、首都圏等の大都市圏や政令指定都市に応募が集
中している傾向が見られています。当県では平成22年度から獣医系大
学生への奨学金貸与等の獣医師確保対策を講じておりますが、令和
元年度及び２年度において獣医師を採用することができませんでした。
外部検証や輸出肉に係る衛生証明など、と畜検査に係る業務は年々
増加しており、地方における獣医師職員の減少傾向や高齢化を鑑みま
すと、すべての業務をと畜検査員が行う現行制度は、近い将来、地方
において破綻するおそれがあると考えています。
今回、一定の安全性を担保できる案として「と畜検査の簡略化」を提案
させていただきましたが、貴省におかれましても、改めて地方の現状を
分析していただき、今後のと畜検査制度のあり方について御検討くださ
るとともに、地方における獣医師確保に係る課題に対して、国として何
らかの対策を示していただくようお願いいたします。

と畜検査は、獣畜の疾病や異常を、獣医学的知識でもって判定し、食用不可として排除するための検
査であり、各検査は、いずれも獣医学の専門知識をもった獣医師が望診、触診、解剖等により行う。近
年のとさつ頭数に大きな変化はなく、と畜検査員数も横ばいとなっており、獣医師による検査の実施を
取り巻く状況に大きな変化は生じていない。
また、獣医師国家試験合格者は毎年1,000名程度と横ばいで、獣医師の供給状況が急に悪化した状
況は認められない。
従って、と畜場の作業衛生責任者にとたい等の異常の有無の確認を行わせることによりと畜検査を簡
略化させる明確な必要性は生じていないと認識している。
米国及びEUでは、牛及び豚の検査にと畜場の従業員が補助できる規定を置いておらず、輸出協議に
おいて我が国のと畜検査制度が輸出先国の制度と同等であることの確認が行われていることにも留意
する必要がある。
食鳥検査とと畜検査はいずれも獣医師である検査員が行うこととしているが、食鳥検査については、食
鳥のとたいが小さく、とたいの内外側面や内臓の状態を一度に確認でき、異常の有無の判断が比較的
容易であることや、食用不適となる病変があれば一羽全体などの廃棄により病変部位の排除が容易
である等の食鳥処理の特徴を踏まえ、食鳥処理衛生管理者による、とたいの色、形、大きさ、もろさな
どの大まかな確認で、異常のある個体を排除することを可能としている。
なお、この確認により、と殺後検査が一部簡略される場合であっても、最終的な検査及びその結果の
判断は獣医師である検査員が行うため、食鳥肉の安全性は確保される。
一方、牛や豚は、
①食鳥と比べて高齢で後天的要素の影響を受けやすく、様々な飼養管理下で育てられた動物が搬入
されるため、疾病や異常の出現が個体ごとに様々であり、
②ある部位の疾病や異常から、他の部位への波及を想定して検査する必要があるが、とたいが大きく
内臓、枝肉等の状況を一度に確認することが困難であり、
③食用不適となる病変があれば、当該病変部位を除去して廃棄し、その他は食用とするのが一般的で
あるため、当該病変部位の範囲の判断が必要となる
こと等から、獣医師が専門的知識を用いてあらゆる疾病等の可能性を想定して個体ごとの詳細な確認
を行った上で、必要に応じて精密な検査を行う必要があり、食鳥検査と同様の仕組みを制度化すること
は難しいと考えている。（別紙あり）
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○被保護者が居所不明となった場合の生活保護の停廃止の取扱いについて、実施機関ごとに判断や取扱いが異なり
対応に苦慮しているため。実施機関（政令市除く）より、法整備や目安の提示等を求める意見あり。また、厚生労働省の
示す廃止事由の一つに「失踪」があるが、失踪廃止の根拠規定（法第19条または26条、若しくは28条第５項）が明確で
ないため、決定通知に理由付記をする際に不十分な記載とならざるを得ない状況がある。
○居所不明になった場合の書面による被保護者への送達方法については、配達証明による郵送を行うなどしている
が、郵送物が返送されれば送達された扱いにならず、苦慮しているところである。公示送達について、生活保護関係法
令に明記することにより地方公共団体間の事務の統一が図られるとともに、地方税法に準じた規定にすることで、公示
送達の事務負担の軽減も図られるので、取扱いの明文化の必要性は高いと考える。
○居所不明による停廃止については、明確化されていない点も多く、当市においても疑義が生じることもあるため、具体
的な取扱いを定めることは必要と考える。
○当市においても、被保護者が居所不明となった場合に、保護の停廃止等の処分に係る通知書の送付を相手方に出
来ず、処分の効力の発生に支障が生じている。居所不明となる被保護者は毎月一定数いるが、公示送達に関する手続
きが煩雑であることから、当市においては公示送達を実施していない。しかしながら、居所不明となった場合には、相手
方への通知が困難であることから、公示送達を実施すべきであると考える。そのためには、地方税法と同様の規定を設
け、裁判所の許可を不要とし、公示送達の手続きを明確化することが必要であると考える。
○当市においても、被保護者の失踪により、保護廃止となる事案が散見されている。

保護の停廃止については、被保護者が保護を必要としなくなったときに行われるものとされており、外
出時に居所を訪問したことをもって居所不明と判断し、保護を廃止したことによるトラブルも生じている
こと、また、生活保護は憲法第25条に基づき最後のセーフティネットとして最低生活を保障するもので
あり、要保護状態にあるにも関わらず保護の停廃止を行うことにより、場合によっては生命・身体に重
大な危険を及ぼす可能性があることから、被保護者が居所不明であるかどうかの事実認定等を含めた
その要保護性については、個別具体的なケースに応じて、十分な調査・検討を行った上で慎重に判断
する必要があると考えている。まずは、そのような場合における停廃止の取扱いについて、自治体の事
務の実態を把握した上で、当該実態調査の結果を踏まえ、どのような対応が可能かを検討してまいり
たい。

本提案は、居所不明の被保護者に対する停廃止の「通知方法」の明確
化を求めるものであり、第１次回答にいう「居所不明を理由とする停廃
止の取扱い」の明確化を求めるものではないため、この点をまず指摘
申し上げる。
被保護者が居所不明となった際の要保護性については、十分な調査・
検討の上行う必要があり、提案団体においても承知している。居住実
態が不明であることのみを理由に廃止することは違法とする裁判例
（京都地方裁判所平成５年10月25日判決）もある。これらを踏まえ、福
祉事務所では、失踪を理由に安易に停廃止を行うのではなく、被保護
者の要保護性についての十分な調査・検討を踏まえた上で停廃止を決
定している。
しかし、当該決定はあくまで「行政内部での決定」であり、相手方に通
知が到達しなければ、いつまでも効力が生じることはない。そこで、失
踪者に対しどのように到達させるかが問題になるが、この通知方法が
明確化されていないため、現状では民法に基づく公示送達しか方法が
ないと考えている。
ところが、民法に基づく公示送達は、裁判所での掲示が必要であるた
め、申立書や各種資料の準備に多大な労力を要する。このことからも、
役所での掲示で足りる等、より簡略化された通知方法の整備を希望す
る。
また、第１次回答では、どのような対応が可能かを「検討してまいりた
い」とされているが、生活保護制度の運用開始以後今日に至るまで通
知方法が明確化されていないこと自体問題であると思われ、また当市
では、毎年30件程度、停廃止後に居住地・現在地が分からないことを
理由に通知を行うことができない事例が発生しているため、検討するに
しても早期に明確化していただきたい。

B　地方に対
する規制緩和
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ＤＶ等被害者の保護は重要であると認識しており、ご提案のような事例について、どのような対応が考
えられるか検討してまいりたい。

○当市では市民課と情報連携を図っており、ＤＶ措置の取られている市民が転出入した場合や期間延長した場合に情
報提供を受け、税システムに入力している。これにより、証明窓口、固定資産税をはじめとする税部門に税システムを通
じて情報共有し、ＤＶ措置の有無を認識できるようにしているが、提案のように全国区の情報が入手可能であれば、被
害防止に寄与することになると考える。
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ＤＶ等支援措置のうち地方税での措置の周
知及び情報提供ネットワークシステムを通じ
て閲覧ができる住民基本台帳情報と併せて
ＤＶ等支援措置の有無を識別できるように
すること。
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11_その他

と畜場法第14
条に規定され
る検査におけ
ると畜検査員
が行う検査の
一部簡略化

06_環境・衛
生

○当県のと畜検査頭数は、年間100万頭を超えている。
しかし、当県の公務員獣医師数は年々減少し、平成20年度と比較して、令和３年度は36名減少している。
また、と畜場の衛生管理については、と畜検査員による外部検証が新たな業務として加わる等、今後も獣医師の不足
が継続することが予測される。
当県のと畜検査員は、従前から１人当たりの検査頭数が多い状況が続いており、と畜検査員の高齢化も相まって、職
員の疲労感は計り知れないため、検査員の負担が軽減されることを望むものである。

－秋田県、
青森県

厚生労
働省

と畜場法第14条及び第19条獣医師職員が不足している中に
おいて、と畜検査員不足による
検査等体制確保に係る懸念を緩
和することができる。

と畜場法第14条に規定される、と畜検査に従事すると畜検査員については、都道府県
及び保健所設置市の職員である獣医師でなければならないこととされている（同法第
19条）。
当県では、これまで、獣医師の待遇改善や奨学金制度の導入により毎年１人程度の獣
医師を採用できていた。しかし、獣医系大学の県出身学生の減少、他県との競合等に
より、ここ数年は採用できておらず、また大量採用した世代が定年退職を迎えているこ
ともあり、慢性的な獣医師不足に陥っている。
当県所管のと畜場は１施設であるが、１日約500頭のと畜検査を行っており、各種検査
の実施のため12名の獣医師の配置が最低限必要であるところ、令和２年度の配置は
10名であり、これを下回っているため、出張や会議、研修、休暇等、他の業務等への対
応が日常的に困難な状況となっている。
当該と畜場において作業衛生責任者は現在６人配置されているが、作業衛生責任者
は獣医師に比較し確保しやすく、検査に必要な知見を一定程度有しているため、と畜
検査員がと畜場内で行っていると畜検査の一部（内臓検査、枝肉検査）について、作業
衛生責任者において異常の確認を行い、異常があった場合にと畜検査員に報告する
等、検査の簡略化が可能になれば、獣医師不足が深刻化する自治体のと畜検査が円
滑化する。
なお、食鳥処理法では、獣医師である食鳥検査員が行う食鳥検査について、食鳥処理
衛生管理者において異常を確認し、検査を簡略化できる規定がある（同法第15条）。

と畜場法第14条に規定される検査につい
て、食鳥処理法第15条第７項に規定される
検査方法と同様の仕組みを制度化し、自治
体が選択的に導入できるようにすること。
例えば、と畜場法第10条に規定される作業
衛生責任者など、と畜検査員以外の一定の
知見を有する者が内臓や枝肉等の異常の
確認を行った場合には、と畜検査員が行う
検査の一部を簡略化できるようにすること。

B　地方に対
する規制緩和

111 北広島
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ドメスティック・バイオレンス、ストー
カー行為等、児童虐待及びこれら
に準ずる行為の被害者の保護の
ための適正な事務執行の徹底に
ついて（周知）（令和元年６月27日
付け総務省自治税務局企画課事
務連絡）
住民基本台帳事務処理要領５－
10

ＤＶ等の被害者の保護がより確
実になるなど、更なる被害の防
止に寄与する。

【制度改正の経緯】
配偶者からの暴力（ＤＶ）、ストーカー行為等、児童虐待及びこれらに準ずる行為（以下
「ＤＶ等」という。）の加害者が、住民票の写し等の交付等を不当に利用して、被害者の
住所を探索することを防止し、被害者の保護を図るため、平成16年に住民基本台帳事
務におけるＤＶ等支援措置（以下「措置」という。）が制度化された。
【支障事例】
措置の情報は、総務省通知や住民基本台帳事務処理要領（以下「通知等」という。）に
基づき、被害者の現住所地の市町村及びその庁内、前住所地の市町村、本籍地の市
町村（以下「転送先市町村例」という。）においては情報連携が図られている。一方、被
害者の固定資産又は車両（以下「固定資産等」という。）の所在市町村が転送先市町
村例と異なる場合、固定資産等の所在市町村が措置の情報を把握するためには、被
害者本人から固定資産等の所在市町村へ措置の申し出がされない限り覚知できず、
必要な場合に措置を講ずることが出来ない可能性が極めて高い。また、被害者の固定
資産等の所在市町村が、情報提供ネットワークシステムを通じて被害者の住民基本台
帳情報を照会した場合、現在のシステムでは措置の有無を識別できるようになってい
ないため、他市町村において、措置を講ずることが出来なかった事例がある。
【制度改正の必要性】
措置が適切になされず、被害者が殺害されるなどの事例も見受けられている。特に、
地方税のうち固定資産税は不動産を課税客体としていることから、ＤＶ等の加害者が
公開情報である不動産登記情報を調べた上で、不動産の所在する市町村へ固定資産
税情報が記載されている証明書等の交付申請を行うことによって、被害者の現住所を
特定することが想定されるため、通知等に記されている転送先市町村例のみならず、
被害者の固定資産等を有する都道府県及び市町村の相互連携が必要である。
【懸念の解消策】
通知等における措置情報を転送する市町村の例として、固定資産等の所在市町村を
追加するとともに、地方税の固定資産等においても適切に措置が行われるよう、警察、
配偶者暴力相談支援センター、児童相談所等の相談機関等及び市町村へ周知する。
また、情報提供ネットワークシステムを通じて閲覧ができる住民基本台帳情報と併せて
措置の有無を識別できるようシステムを更改する。

「どのような対応が考えられるか検討してまいりたい」とのことである
が、少なくとも、通知等に基づく措置情報の転送先市町村例として、固
定資産等の所在市町村を追加するとともに、地方税の固定資産等に
おいても適切に措置が行われるよう、相談機関等及び市町村へ周知
いただきたい。
また、ＤＶ等の被害者の保護がより確実になるなど、更なる被害の防止
に寄与するため、対応について直ちに検討及び実施していただきた
い。



見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会から
の意見

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 各府省からの第２次回答
令和３年の地方からの提案等に関する対応方針（令和３年12月21日閣議決定）記載内容

※提案提出年以降の対応方針に記載があるものは当該対応方針の記載内容を
＜当該対応方針決定年＞として併記

前段

通知

令和３年12月28日通知（調査依
頼）
令和４年３月30日通知（調査結
果）

公衆衛生獣医師の有効活用や確保に資する先
行事例を収集するため「公衆衛生業務に携わる
獣医師の状況調査について（依頼）（獣医師の有
効活用及び確保に関する取組）」（令和３年12月
28日付け薬生食監発1228第2号）を通知し、「公
衆衛生業務に携わる獣医師の状況調査について
（結果）（獣医師の有効活用及び確保に関する取
組）」（令和４年３月30日付け薬生食監発0330第
１号）により結果を回付した。

後段

検討中

検討中 当該調査結果を各自治体において公衆衛生獣医
師の有効活用としての効果的かつ効率的なと畜
検査の実施及び公衆衛生獣医師の確保のため
の取組を検討する際の参考として活用するよう依
頼した。

令和３年度に収集した先行事例を参考に、都道
府県及び保健所設置市において検討･実施した
内容等について令和５年度に調査を行い、その
結果を還元しつつ、効率的な検査の実施など地
域の実情に応じた当該検査の在り方について、
引き続き検討を行う。

１ポツ目
通知

１ポツ目
令和４年３月31日

１ポツ目
総務省において、支援措置申出者が他の市区町
村に所在する固定資産を有している場合に、当
該市区町村に支援措置に準じた支援を申出る仕
組みとその留意点について、各都道府県宛てに
通知した（【通知】「ドメスティック・バイオレンス、ス
トーカー行為等、児童虐待及びこれらに準ずる行
為の被害者の保護のための措置に係る支援措
置申出書の様式の変更と留意点について」（令和
４年３月31日総行住第32号、総税固第８号）。

２ポツ目
検討中

未定 関係府省において、個人情報保護の観点等を踏
まえつつ、地方公共団体間で措置情報を共有す
る仕組みの在り方について検討。

関係府省において、個人情報保護の観点等を踏
まえつつ、地方公共団体間で措置情報を共有す
る仕組みの在り方について検討する。

５【厚生労働省】
（19）生活保護法（昭25法144）
（ⅱ）居所不明の被保護者への保護の停止又は廃止の通知方法については、地方公共団体の事
務の実態等に関する調査研究事業の結果を踏まえ、取扱いを明確化することを検討し、令和５年
度中を目途に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

検討中 令和５年度中を目途に結論を得
る

令和４年度調査研究事業において、被保護者が
居所不明となったことにより生活保護の継続/停
廃止の決定に困っている事案やその際の判断基
準、対処の内容等について、自治体に対してアン
ケート調査やインタビュー調査を行うなどして実態
調査を行った。

令和４年度に実施した事業の成果等を踏まえつ
つ、法制的・専門的な観点等から検討を行い、被
保護者が居所不明になった場合の具体的な事務
の取扱いを整理することを目的とする調査研究事
業を行い、その結果を踏まえ、令和５年度中を目
途に結論を得る。

【大阪府】
自治体の事務の実態を把握いただき、失踪による保護停廃
止に係る根拠規定及び取扱いの明確化を早期に図っていた
だきたい。

【全国知事会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な
検討を求める。

○提案団体の求める措置は、居住地・現在地が不明の被保護者に停廃
止の決定をどのような手段で通知するかを論ずるものであり、一次回答
で記載されている議論とは切り離して検討が可能ではないか。
○提案団体が示す支障事例は全国で毎年生じ得るものであることから、
居所不明の事実認定等を含めた要保護性と併せて本提案の検討をする
のであれば、結論が出るまでの間、地方公共団体が講ずべき措置につ
いて早急に示すべきではないか。

居所不明の際の保護の停廃止の通知方法のあり方は、現状の自治体における取扱いの実態を前提として
検討することが不可欠と考えている。そのため、まずは自治体の事務の実態を把握した上で、当該実態調査
の結果を踏まえ、法的な整理を行い、どのような対応が可能かを検討してまいりたい。

５【厚生労働省】
（39）住民基本台帳法（昭42法81）
（ⅲ）DV等支援措置の実施を求める旨の申出又は延長の申出を受けた市区町村が他の市区町
村に対し、当該措置の対象となっている者に係る情報（以下この事項において「措置情報」とい
う。）を転送する運用については、以下のとおりとする。
・DV等支援措置の申出者が他の市町村に所在する固定資産を有している場合に、当該市町村に
措置情報を伝達する具体的な方策について検討し、地方公共団体に令和３年度中に通知する。
（関係府省：内閣府、警察庁及び総務省）
・個人情報保護の観点等を踏まえつつ、地方公共団体間で措置情報を共有する仕組みの在り方
について検討する。
（関係府省：内閣府、警察庁及び総務省）

ＤＶ等支援措置の申出を受けた市町村から、申出者の固定資産等の所在市町村に対して、ＤＶ等支援措置
の情報を連携する方法について、自治体の実務も踏まえ、適切な対応について通知を発出することを検討し
たい。

―

＜令３＞
５【厚生労働省】
（29）と畜場法（昭28法114）
と畜場において都道府県知事（保健所設置市にあっては、市長）の行う検査（14条１項、２項及び
３項）については、公衆衛生獣医師の有効活用や確保に資する先行事例を収集し、都道府県及び
保健所設置市に令和３年度中に通知するとともに、効率的な検査の実施など地域の実情に応じ
た当該検査の在り方について、都道府県及び保健所設置市の意見を踏まえつつ、中長期的に検
討を行う。

＜令４＞
５【厚生労働省】
（28）と畜場法（昭28法114）
と畜場において都道府県知事（保健所設置市にあっては、市長）の行う検査（14条１項、２項及び
３項）については、「公衆衛生業務に携わる獣医師の状況調査について（結果）（獣医師の有効活
用及び確保に関する取組）」（令４厚生労働省医薬・生活衛生局食品監視安全課長）の結果を踏
まえて、都道府県及び保健所設置市において検討・実施した内容等について令和５年度中に調査
を行い、その結果に基づき、地域の実情に応じた当該検査の在り方について引き続き検討する。

農林水産省によると、全国の獣医師の届出数は平成22年が35.4千人、平成24年が38.3千人、平成26年が
39.1千人、平成28年が39.0千人、平成30年が39.7千人で、公衆衛生獣医師数は4.9千人、5.1千人、5.4千人、
5.3千人、5.4千人であり、いずれも微増又は横ばいで推移している。
また、同調査及び管内にと畜場がある自治体に対する調査結果（平成28～令和２年度）を都道府県別に見
ると、秋田県と人口の規模と構成が類似する都道府県について、秋田県と同様に公衆衛生獣医師数が減少
傾向にある都道府県がある一方、増加傾向にある都道府県も認められた。
職員の高齢化については、秋田県と人口の規模と構成が類似する都道府県において、公衆衛生獣医師の
半分以上が50歳代である秋田県と同程度の高齢化が見られた都道府県はなかったが、約４割が50歳代の
都道府県があった。一方で、50歳代は約２割という都道府県もあった。
公衆衛生獣医師の採用状況については、地方で秋田県同様に近年の採用数が０～１名の都道府県がある
一方、継続的に数名程度採用しているところもあった。なお、都市部では数名程度を継続的に採用していた。
秋田県のと畜検査の簡略化イメージを伺ったところ、部位別に行うと畜検査のうち、作業衛生責任者２名が２
種類の内臓検査の１つと２段階の枝肉検査の１段階目をそれぞれ行い、もう１つの内臓検査を行うと畜検査
員と２段階目の枝肉検査を行うと畜検査員が彼らの作業を監督するもので、実質検査を作業衛生責任者に
任せることとなる。一次回答のとおり、牛や豚が鶏と異なる検査実施上の特性を有しており、と畜検査は獣医
学的な専門的知識を用いてあらゆる疾病等の可能性を想定して行う必要があるため、ご提案の方法での簡
略化の実現は困難と考えている。
一方で、自治体へのアンケート結果等を踏まえると、特に地方において公衆衛生獣医師を有効に活用する
仕組みを利用できることは重要であると考えることから、現行制度において各自治体が行っている円滑なと
畜検査実施のための取組みについて情報を収集し、参考となる事例を各自治体に通知し周知することを検
討したい。
また、公衆衛生獣医師の確保についても、各自治体が取り組む先行事例について情報を収集し、各自治体
にお示しするとともに、厚生労働省としても引き続き公衆衛生獣医師の確保やその重要性に関して情報発信
するとともに、自治体における採用情報などの情報発信も検討したい。

○職員の高齢化や地域における採用の課題など、獣医師の確保に係る
地域差について、各都道府県毎の獣医師の採用数や年齢構成等のデー
タを示しつつ、２次ヒアリングにおいて説明いただきたい。
○将来にわたってと畜検査等の円滑な実施を確保すべく、例えば検査の
簡素・効率化のための指針の策定やと畜検査にあたる獣医師確保に向
けた環境整備、特に、確保に現に困難を生じ又は生ずるおそれのある地
域での環境整備など、国として有効な対応策を示すべきではないか。

【全国知事会】
公衆衛生行政を担う公務員獣医師の確保困
難が深刻化している現状を踏まえ、安全性を
確保した上で獣医師不足の地域でも検査負
担が軽減されるような仕組みの検討を求め
る。

―

―
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管理
番号

提案区分

提案事項名 求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便
性の向上、行政の効率化等）

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解

根拠法令等
制度の所
管・関係府

省
団体名

その他（特
記事項）

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞

各府省からの第１次回答

（調理師業務従事者届の義務付けについて）
御回答の内容は、調理師業務従事者届（以下、「届出」という。）の活用
方法を示すものであり、全国一律で実施する必要性を示すものではな
いと考える。
嚥下機能等に関する研修プログラムの作成に当たり、「届出の情報
（就業実態等）を把握している」と回答いただいたが、衛生行政報告例
の報告事項は就業場所（業種）のみである。さらに、嚥下調整食研修
では特段業種を問うていないことから、研修のプログラム作成に届出
情報が不可欠とは読み取れず、全国の状況を統一的に把握する必要
性がやはり不明確である。
また、研修プログラムの周知等は、管内の調理師会や保健所との連携
によっても可能であり、加えて、当県の提案は研修事業等への活用に
届出を必要とする自治体の業務を妨げるものでないことから、選択制
を不適当とする理由が明確でない。
（事務負担の軽減について）
届出のオンライン化について、国家資格に係る事務のマイナンバー利
用及び情報連携が可能となったが、調理師は対象とされておらず、今
後の見通しが不透明である。届出のオンライン化により取得された
データと衛生行政報告例が連携される仕組みが構築されれば、都道
府県の集計業務が不要となり、大幅な事務負担の軽減に繋がると見
込まれるため、その導入についてぜひ前向きに検討いただきたい。
提出期日については、他法との関係上現時点での見直しが困難と理
解したが、継続的な検討事項としていただきたい。
本籍地都道府県名については簡便に記載可能と回答いただいたが、
簡便であっても活用方法が不明な項目について記載させる必要はな
く、不要であれば削除するべきである。

有167 制度改正により、調理師の届出
作成に係る負担や提出に係る金
銭的負担が軽減される。
また、県の人役を、表彰関連業
務や各種行事の開催などの県
調理師会との連携事業の更なる
充実に向けて割くことができる。
任意規定が困難な場合において
も、例えば、一連の手続きのオン
ライン化等が実現されれば、届
出の回収、集計作業等に係る県
や県調理師会の負担の一定の
軽減・効率化が期待される。
その他、届出書について、本籍
地都道府県名の削除や、前年度
12月から届出受付が可能となれ
ば、こちらも一定の負担軽減が
期待される。

調理師法第５条の２、調理師法施
行規則第４条の２
衛生行政報告例記入要領及び審
査要領
令和２年度衛生行政報告例の実
施について(依頼)（令和２年２月21
日付け政統発0221第４号・各都道
府県知事・各指定都市市長・各中
核市市長あて厚生労働省政策統
括官(統計・情報政策、政策評価担
当)通知)

B　地方に対
する規制緩和

06_環境・衛
生

調理師法に基づく調理師業務従事者届制
度について、調理師及び行政機関の負担
軽減の観点から各地方自治体の活用状況
に応じて実施・不実施を各地方自治体が選
択できるよう制度を見直すこと。
上記見直しが困難な場合は、届出から衛生
行政報告例への集計・報告までの一連の
手続きのオンライン化や、届出事項の簡素
化、スケジュールの見直しなど、手続きの抜
本的な見直しを講じ、事務負担の軽減策を
講じること。

【現行制度】
業務に従事している調理師は、法令に基づき、従事施設が所在する各都道府県に、氏名や
年齢等が記載された「調理師業務従事者届」を２年ごとに届け出なければならない。
都道府県は、従事者届を取りまとめ、厚生労働省の衛生行政報告例（隔年報）において「就
業調理師数、就業場所」を報告する必要がある。
【支障事例】
国は従事者届を調理師の資質向上を目的とする研修事業等に活用するとしているが、活用
結果が示されておらず、どのように国事業に活かされているか不明確である。
そのような中、当県では予算確保をはじめ契約事務への対応、市町村及び保健所への周知
協力依頼、県媒体による周知活動、届出者から県への問い合わせ対応等、多くの行政負担
が生じている。
（参考）令和２年度　当県における従事者届の提出件数：16,239件、県調理師会への委託契
約額：3,669千円
また、従事者届について、12月31日現在の情報を翌年１月15日までに提出しなければなら
ず、提出期限も短い。加えて、届出書には本籍地都道府県名を記入しなければならず、当該
項目の必要性が不明の上、申請者は、自身の本籍地都道府県名を確認する必要があり、調
理師や従事施設においても負担が生じているとの声がある。
衛生行政報告例（隔年報）においても、人の手で届出情報の内容確認及び集計作業を実施
するため、ヒューマンエラーが生じ、統計調査の正確性が損なわれるおそれもある。
【制度改正の必要性】
平成26年度、総務省は、本制度の目的、活用状況が不明確であり、届出も徹底されていな
いことから、廃止を含めその在り方を見直すよう厚生労働省に対して勧告を行っている。
平成28年度、厚生労働省は、従事者届を活用する自治体の取組事例を紹介する等の改善
措置を講じており、その上で、今後、必要に応じて法令の見直しを行うなど、届出の励行や
一層の活用を図るための取組を行うと示しているが、平成29年度以降、従事者届の活用結
果が国から新たに示されたことはなく、法令の見直しも行われていない状況である。

調理師法に
基づく調理師
業務従事者
届制度の義
務付けの廃
止又は事務
負担の軽減

○市町村及び保健所への周知協力依頼、県媒体による周知、届出者から県への問い合わせ対応、取りまとめ等の業
務を短期間で行っており、負担は生じている。
制度の見直しが図られれば、県の負担軽減が期待される。
○当県においても同様に、郵送費等の支出や事務作業を担う担当者の負担等が生じている。
○当県においても、予算の確保や業務委託等の行政負担が生じている。また紙ベースでの個人情報の収集のため、厳
格な個人情報の管理が必要となる。オンライン化による集計業務の簡素化やデータベースによる管理が可能であれ
ば、業務負担の軽減につながる。

石川県、山梨
県、長野県、
豊田市、福岡
県、長崎県、
沖縄県

（調理師業務従事者届の必要性について）
時代や地域の栄養課題に応じた食環境整備の充実のため、調理師の資質向上を目的とする研修事業
等の円滑な実施は不可欠であるところ、各自治体は調理師業務従事者届によって各地域に所在する
調理師の氏名・住所・就業地等の情報を定期的に把握することで、個人に適した研修の案内に活用す
ることができます。
厚生労働省としても、調理師業務従事者届の情報（調理師の就業実態等）を把握しており、また、各自
治体で行われる研修の質の向上のため、嚥下機能、栄養状態、嗜好等を踏まえた嚥下調整食を適切
に調理できる調理師を養成するための研修プログラムを作成しているところです。
いずれの自治体においても、調理師に対して必要な研修を積極的に行い資質の向上を図ることは重
要であると考えており、こうした研修への活用のためにも、当該届出を各都道府県の判断による選択性
とすることは適当でないと考えています。
（事務負担の軽減について）
御指摘の調理師従事者届のオンライン化については、一部自治体においては調理師本人からの届出
をオンラインで実施しており、業務の円滑化を図っていると承知しています。
現在、政府全体で、社会保障等に係る国家資格等についてデジタル化やマイナンバーの活用の検討
が先行して進められているところであり、今後、その他の各種免許・国家資格についても検討が行われ
る予定であることから、御指摘の事務負担の軽減については、社会保障関係の資格の検討状況も参
考にしながら検討してまいります。
なお、調理師業務従事者届の提出期日は調理師法（昭和33年法律第147号）第５条の２第１項におい
て定められているところ、他の職種（医療関係従事者等）の業務従事者届においても、同様に12月31
日時点の情報を１月15日までに提出することとされており、調理師業務従事者届の期限が特段に短く
設定されているとは考えておりません。また、本籍地都道府県名については、免許記載事項であるた
め記載を求めているものであり、届出者は免許を確認することで記載可能であることから過大な負担
になるとは考えておりません。
（衛生行政報告例について）
　仮にマイナンバーの活用等により、「業務従事者届」のオンライン化を実施することとなった場合に
は、オンライン化により取得されたデータから衛生行政報告例の報告様式にデータ移送が可能となる
仕組み等を検討してまいります。

厚生労
働省

埼玉県



見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会から
の意見

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 各府省からの第２次回答
令和３年の地方からの提案等に関する対応方針（令和３年12月21日閣議決定）記載内容

※提案提出年以降の対応方針に記載があるものは当該対応方針の記載内容を
＜当該対応方針決定年＞として併記

前段
省令

令和４年４月８日 調理師法施行規則の一部を改正する省令（令和
４年厚生労働省令第81号）を令和４年４月８日付
けで公布・施行し、調理師法施行規則第４条の２
第２項に規定する調理師業務従事者届の届出事
項から本籍地都道府県名の記載を削除した。

【全国知事会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な
検討を求める。

―

後段
法律
省令
システム面での調整

令和４年度中に結論を得る。 ・調理師の免許申請等に関する事務において、マ
イナンバーの利用を可能とするため、令和５年通
常国会に「行政手続における特定の個人を識別
するための番号の利用等に関する法律等の一部
を改正する法律案」を提出し、令和５年３月７日に
成立した。
・調理師の業務従事者届に関する手続のオンラ
イン化については、調理師の免許申請等に関す
る事務における国家資格等情報連携・活用シス
テムの活用に係る協議と併行して検討した。当該
手続きについて、都道府県の実態を踏まえたオン
ライン化の検討を行うため、令和5年度に調査事
業を行うこととした。

・調理師の免許申請等に関する手続のオンライン
化については、左記法案の審議状況を踏まえ、
引き続き検討する。
・調理師の業務従事者届に関する手続について
は、令和５年度の調査事業を踏まえ、引き続き当
該手続きのオンライン化に向けた検討を行う。

＜令３＞
５【厚生労働省】
（32）調理師法（昭33法147）
調理の業務に従事する調理師の届出（５条の２第１項）については、令和４年度の次回届出まで
に省令を改正し、本籍地都道府県名の記載を削除する。また、「デジタル・ガバメント実行計画」
（令和２年12月25日閣議決定）において検討することとされている国家資格証のデジタル化の状
況を踏まえて、調理師の届出に関する手続のオンライン化に向けて検討を行い、令和４年度中に
結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

＜令４＞
５【厚生労働省】
（19）通訳案内士法（昭24法210）、クリーニング業法（昭25法207）、調理師法（昭33法147）、医薬
品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭35法145）及び製菓衛生
師法（昭41法115）
全国通訳案内士、クリーニング師、調理師及び製菓衛生師の免許申請等並びに登録販売者の登
録申請等に関する手続については、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和４年６月７日
閣議決定）に基づき、国家資格等情報連携・活用システムを活用し、オンライン化を可能とする方
向で検討し、令和４年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

（調理師業務従事者届の義務付けについて）
今後の超高齢社会の更なる進展を見据え、医療・介護施設のみならず飲食店等の調理師についても、地域
における高齢者等の嚥下機能、栄養状態、嗜好等を踏まえた嚥下調整食を適切に調理できるよう、支援して
いくことが重要である。こうした観点から、当該研修のプログラム作成や各自治体における食環境づくりの推
進を効果的に進めるに当たって、調理師業務従事者届による業種の情報をはじめとする情報の把握は全国
一律で必要不可欠なものであると考える。
（事務負担の軽減について）
御指摘の、本籍地都道府県名については、前述の取組の推進等に当たり、その把握は必ずしも必要不可欠
ではないと新たに整理し、削除する方向で検討する。



区分 分野 団体名 支障事例 見解
補足
資料

管理
番号

提案区分

提案事項名 求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便
性の向上、行政の効率化等）

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解

根拠法令等
制度の所
管・関係府

省
団体名

その他（特
記事項）

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞

各府省からの第１次回答

要介護者の自立支援・重度者防
止を推進する上で、適切な栄養
管理は非常に重要な取組の一
つである。
管理栄養士による居宅療養管理
指導の普及のため、令和３年度
介護報酬改定において医師の
所属と異なる機関に所属する管
理栄養士もサービス提供が可能
になったと承知している。居宅療
養管理指導は、医師の指示を受
けて実施するものであり、薬局
勤務の管理栄養士でも十分に可
能であるため、上記令和３年度
介護報酬改定の取組を一歩進
めて、薬局の管理栄養士もこれ
に参画可能とすることで、地域で
さらに幅広く適切な栄養管理を
行うことができる。
以上のとおり、本制度改正は、
介護保険法が目指す要介護者
の自立支援・重度化防止に繋が
るものである。
なお、当県内の薬局に対して
行ったアンケートによれば、本制
度見直しを行った場合、約３割の
薬局が活用したいと回答してい
る。

指定居宅サービス等の事業の人
員、設備及び運営に関する基準
（平成11年3月31日付厚生労働省
令第37号）第85条第１項第２号

市町村介護保険事業計画の計
画期間について６年を一期とし、
介護給付等対象サービス及び地
域支援事業の見込量の算定並
びに介護保険料の設定のみを３
年ごとに市町村介護保険事業計
画の見直しとして行うことで、当
該計画策定に要する行政事務
の簡素化及び計画策定に要す
る期間の短縮化が図られ、計画
に掲げる施策・取組の実践や、
進行管理（ＰＤＣＡサイクル）に充
てるためのマンパワーや時間が
確保されることとなり、地域包括
ケアシステムの構築などの理念
実現に向けた取組に注力するこ
とができる。
また、十分な効果検証を行うこと
ができるようになることで、地域
の実情や地域住民のニーズに
あわせた、より効果的な施策展
開につなげることができる。
加えて、市町村介護保険事業計
画に基づき施設等の整備を進め
るに当たっても、実施事業者の
選定から開設までの十分な準備
期間を設けることができること
で、計画的な施設整備を図るこ
とができるとともに、実施工程に
ゆとりができることで、実施事業
者の参入促進にもつながること
が期待できる。

介護保険法第117条 介護保険事業計画における取組事項について、３年一期という期間で
は各取組の実践から効果検証までを実質２年程度で行うため、各取組
の実施回数等の短期的な指標でしか検証を行えず、地域の高齢者の
健康づくり等に対する効果等を検証・分析することが困難であり、
PDCAサイクルを十分に発揮できない。また、介護保険事業計画にお
いて介護施設の整備見込みを盛り込むこととしているが、計画期間内
での整備が困難であるため、施設整備を見送った事業者や部分的な
開設に留まる施設が発生している。
介護保険事業計画の策定に当たっては、市民へのアンケート調査や
有識者会議の運営等に多くの労力等を割かれ、計画に掲げる施策・取
組の実践に注力することができず、社会情勢の変化を踏まえた新たに
取り組むべき施策等を国から示されても、限られた期間では、現状の
施策や計画策定に取り組むのが目一杯であり、必要な介護施策等に
取り組むことは困難である。このため、地域包括ケア「見える化」システ
ムの機能改善や計画に係るマニュアルの作成・研修が実施されたとし
ても、根本的な解決策とはならず、３年に一期の計画策定サイクルが
残る限り、実質的な改善につながるとは考えられない。
６年を一期とした場合には、地域の多様な状況を反映し機動的な対応
を行うことや、取組結果の分析・検証を踏まえ速やかに改善を行うこと
ができないとのことだが、基本的には介護報酬改定に関する部分を３
年ごとの改定を行うことを想定しつつ、その他必要な事項も、３年ごと
に改定できる余地を残すことで対応可能となるものである。
上記を踏まえ、計画期間の見直しを検討いただきたい。

薬局では医師の配置がなされていないにも関わらず、当該場所で勤務
する薬剤師は、主治医の指示に基づき、居宅療養管理指導の一環とし
て薬学的な管理及び指導を行うことが認められています。また、令和３
年度介護報酬改定により、医師の配置がなされていない、日本栄養士
会又は都道府県栄養士会が運営する栄養ケア・ステーションに属する
管理栄養士も、居宅療養管理指導の一環として栄養管理を行うことが
認められており、薬局の管理栄養士も、医師の配置の有無に関わら
ず、適切な栄養管理及び指導が可能と考えます。
鳥取県栄養士会が運営する栄養ケア・ステーションは県中部に１か所
だけであり、当該施設の主な業務範囲が、立地する市町村区域内であ
ることを踏まえると、県内全域をカバーできる状況ではありません。ま
た、当該栄養ケア・ステーションに登録するには栄養士会に所属する
必要があり、それには年会費等の費用負担を管理栄養士個人に強い
ることになります。
居宅療養管理指導は訪問型サービスであり、各地域の在宅要介護高
齢者へのきめ細かな栄養管理を行うためには、地域にできるだけ多く
の拠点が必要です。このため、既に県内全域に所在している薬局の管
理栄養士が栄養管理を行うことは、要介護高齢者の低栄養問題への
対策として効果的であり、今後、広く普及が期待できる手法と考えるた
め、早期の実現をお願いいたします。

管理栄養士による居宅療養管理指導は、在宅の利用者であって通院又は通所が困難なものを対象と
しており、計画的な医学管理の一環として、計画的な医学管理を行う主治医の指示に基づき、疾病治
療の直接手段として医師から食事箋が発行される特別食を必要とする利用者又は低栄養状態にある
と医師が判断した者に対する栄養管理に係る情報提供や指導、助言を実施することが求められてい
る。
そのため、医師の配置が求められていない薬局である指定居宅療養管理指導事業所においては、主
治医の指示を踏まえ、計画的な医学管理の一環として行われるべき上記のような栄養管理の実施が
困難であることから、薬局である指定居宅療養管理指導事業所について、当該薬局の管理栄養士が
居宅療養管理指導を行った場合に居宅療養管理指導費を算定することは認められていない。
なお、令和３年度介護報酬改定によって、管理栄養士による居宅療養管理指導の推進を図るため、社
会保障審議会介護給付費分科会における議論を踏まえ、病院又は診療所である指定居宅療養管理
指導事業所と連携し、当該事業所以外の医療機関や介護保険施設、日本栄養士会又は都道府県栄
養士会が運営する栄養ケア・ステーションに属する管理栄養士が居宅療養管理指導を行うことが可能
となっている。この仕組みを活用することにより、医師の配置がない薬局の管理栄養士が、上記の栄養
ケア・ステーションに登録することで、居宅療養管理指導を実施することを可能としたところであり、ご提
案の内容についてはこれにより実現が可能である。

－北海道、茨城
県、横浜市、
山梨県、長野
県、寝屋川
市、岡山県、
府中町、宮崎
県、鹿児島県

鳥取県、
中国地
方知事
会、滋賀
県、京都
府、兵庫
県、徳島
県、大阪
市、堺市

厚生労
働省

苫小牧
市

○医療計画と同様に６年を一期とすることが妥当と考える。また、コロナ禍の昨年度は、新型コロナウイルス感染症対
策と計画改定の両方に対応するため業務量が増加し、また、三密に配慮して市町村調整や審議会等をオンライン対応
としたため、例年に増して改定作業に労力を要することとなった。地域の実情を考慮し、自治体の判断で計画策定（改
定）時期の柔軟な運用を許容することも必要である。
○高齢化の進行、地域の複合化・複雑化した課題等に対応するための地域包括ケアシステムの推進に当たっては、地
域の社会資源を活用した多機関連携の仕組みの構築など、中長期的な視点が必要であり、現行の計画期間３年では、
十分な検証が困難であるとともに、計画策定に係る事務負担も大きくなっている。一方で、高齢者だけでなく、障害者や
子どもを含めた今後の地域包括ケアシステムの推進による地域共生社会の実現のため、地域福祉計画や障害者計画
等との一体的な計画策定も含めて次期計画の策定を検討しているところであり、関連計画との方向性の在り方も課題と
なっている。
○３年ごとの計画策定だと、計画２年目で取組の効果を測定し、次期計画策定に間に合わないため、取組効果につい
て十分な効果検証が難しい。また、新規施設整備においても、計画期間内に事業者選定から開設までを実施する必要
があるため、保険者・参入事業者にとって業務負担が生じる。

陸前高田市、
郡山市、神奈
川県、府中
町、香川県、
宇和島市、久
留米市

介護保険事業計画の記載事項のうち、６年を一期として定めるべきとの御提案にあるサービス提供体
制の確保や日常生活支援・介護予防・重度化防止等に関する事項については、介護保険の保険者機
能の中核をなす極めて重要なものである。こうした取組の成果については、３年を一期として定める
サービス見込み量や保険料にも当然反映されるものであり、同じく３年を一期とする事業期間内におい
て、PDCAサイクルを十分に発揮して対応していただく必要があると考えている。
こうした観点から、国としても保険者の介護保険事業計画に基づき取組のPDCAサイクルについて、保
険者機能強化推進交付金等（令和３年度予算額400億円）を活用して支援している。
加えて、高齢化が急速に進む状況において、地域の多様な状況を反映して機動的な対応を行うこと
や、取組結果の分析・検証を踏まえて速やかに改善を行うためには、３年という現行の計画期間が望
ましいものであると考えている。
（例えば、介護保険制度における給付費や受給者の推移をみると、６か年（平成24年～30年）では
20％近く増加しており、計画期間を長期にするほど時機を得た対応を行うことが困難となると考えられ
る。）
国としては、引き続き計画策定業務の負担が軽減されるよう、計画策定に用いる地域包括ケア「見える
化」システムの機能改善や計画に係るマニュアルの作成・研修などに引き続き取り組んでまいりたい。

厚生労
働省

03_医療・福
祉

介護保険法
第117条に基
づく市町村介
護保険事業
計画の計画
期間の見直し

介護保険法に基づく市町村介護保険事業
計画について、３年を一期として定めること
とされているところを、６年を一期として定め
ることとし、介護給付等対象サービスを提供
する体制の確保、日常生活支援・介護予
防・重度化防止等及び介護給付等費用適
正化に関する取組、その他市町村が実施
する施策等に関することは６年ごとに定め、
介護給付等対象サービス及び地域支援事
業の見込量の算定並びに介護保険料の設
定は、介護報酬改定にあわせ３年ごとに市
町村介護保険事業計画の見直しとして行う
こと。

市町村介護保険事業計画は、介護保険法の規定により３年を一期として定めることとさ
れているが、３年ごとに計画を策定するとなると、計画の策定後すぐに次期計画の策定
準備を進めなければならず、計画に掲げる施策・取組実践や、その進行管理（ＰＤＣＡ
サイクル）に対し、十分に注力することができない。
また、市町村が実施する施策においては、一定期間（数年間）をもって効果を測定し、
次の施策展開につなげていく必要があるものもあるが、計画による取組の開始から次
の計画策定までの期間が短く、当該計画期間内で十分な効果検証が難しい状況にあ
る。
加えて、市町村介護保険事業計画に基づく介護給付等対象サービス体制の確保とし
て、新規の施設整備等を進めるに当たり、３年の計画期間内において、実施事業者の
選定から事業完了（開設）までを実施する必要があるため、実施事業者の参入が抑制
されているほか、当該期間内に施設整備等を完了させるための調整等の業務負担が
生じている。
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03_医療・福
祉

管理栄養士
による居宅療
養管理指導
の普及に向
けた基準の
見直し

： 医療機関等の管理栄養士は、居宅療養管理指導を実施できるが、こうした施設に勤務
する者は施設内業務が多忙であるため、現実には、勤務中に外出して要介護者宅へ
訪問することは困難である。一方、薬局の管理栄養士は、制度上、居宅療養管理指導
が実施できないものとされている。
その結果、地域における在宅の要介護者に対する栄養管理は不十分となっており、自
立支援・重度化防止の阻害要因となっている。
居宅療養管理指導について、要介護者における栄養管理の重要性に鑑み、薬局の管
理栄養士がサービス提供できるよう、基準を見直すべきである。
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見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体からの見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会から
の意見

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 各府省からの第２次回答
令和３年の地方からの提案等に関する対応方針（令和３年12月21日閣議決定）記載内容

※提案提出年以降の対応方針に記載があるものは当該対応方針の記載内容を
＜当該対応方針決定年＞として併記

外部の管理栄養士による居宅療養管理指導の実施については、令和３年度介護報酬改定に向けて社会保
障審議会介護給付費分科会において議論を行ったところであるが、薬局における管理栄養士の業務内容や
医師との連携状況等を令和４年度中に把握した上で、令和６年度介護報酬改定に向けて検討する。

○管理栄養士による居宅療養管理指導は、主治医の指示に基づき行わ
れるものであることからすれば、薬局の管理栄養士と主治医とが適切な
連携体制を構築できていれば、当該管理栄養士も居宅療養管理指導を
実施することは可能ではないか。
○薬局の管理栄養士が上記の栄養ケア・ステーションに登録すれば、居
宅療養管理指導費の算定が可能とのことだが、提案団体によれば、当該
ステーションに登録するには、県の栄養士会に所属することが必要とな
り、毎年度、登録費用の負担が生じること等の課題がある（県内の管理
栄養士のうち、県の栄養士会に所属しているのは約６割程度であり、全
ての管理栄養士が所属しているわけではない）。県栄養士会への管理栄
養士の所属を促進する策として栄養ケア・ステーションの拡充を位置付け
るのは適当ではなく、そうでないのならば、居宅療養管理指導の担い手
を拡充するという観点からすれば、薬局の管理栄養士にも居宅療養管理
指導費の算定を認めても良いのではないか。

【全国知事会】
「従うべき基準」については、条例の内容を
直接に拘束するものであり、国が設定するの
は、真に必要な場合に限定されるべきものと
の地方分権改革推進委員会第３次勧告の趣
旨を踏まえ、廃止し、又は参酌すべき基準へ
移行すべきである。
なお、「従うべき基準」の見直しは、サービス
水準の切下げや国の政策目的を阻害する地
方自治体の施策の許容ではなく、国が全国
一律に決定している基準などを地方自治体
自ら決定し、その地域の実情に合った最適・
最善なサービス・施策が講じられることを達
成させるためのものである。
【全国町村会】
提案団体の意向及び関係府省の回答を踏ま
え適切な対応を求める。

―

今回の御提案は、介護保険料や介護保険事業計画におけるサービス見込み量の算定については、現行と
同様に３年に一度見直すものとしつつ、サービスの確保方策や介護予防・重度化防止の取組内容について
は６年に一度の見直しにするものだと認識しているが、３年経過後にサービス見込み量を見直す際には、そ
の確保方策を併せて見直さなければ、目標どおりに基盤整備が進んでいない場合などに、サービス費用を
負担する被保険者や住民への説明責任も果たせないものと考えられる。また、介護予防・重度化防止の取
組は、介護保険財政を用いた地域支援事業として実施しているケースが多く、これらの事業費は介護保険料
額に影響するため、３年に一度の保険料算定と不可分である。
３年間では取組の効果検証が行えないという点について、例えば要介護認定の改善状況等（アウトカム指
標）を把握するためには一定の期間が必要となるため、一計画期間内においてその効果を完全に把握する
ことが困難であることは承知しているが、事業の体制に係る指標（プロセス指標）や実施回数に係る目標（ア
ウトプット指標）については年度単位の評価になじむものと考えられるため、同一期間にはそのような評価を
行いつつ、次期計画期間においても取組を継続し、そのアウトプットとしての効果が判明した段階で、取組の
改善を行うことが考えられる。
※PDCAサイクルの活用に当たっても、３年間で効果が判明しない場合であっても、次期計画期間において
必ず取組の見直しをしなければならないものではない。むしろ継続して取組を行うことで介護保険事業計画
の改正箇所が限定的となることから、計画期間を延長した場合との業務量の差は大きくないと考えている。
３年間では施設整備が完了しないという御指摘について、施設整備に当たり計画期間内に必要なサービス
の選定から事業者募集・サービス開始までを完了させなければならないという制約はなく、当該サービスに
係る需要が見込まれるタイミングに向け、早期かつ計画的に基盤整備を進める必要がある。
以上のことから、国としては引き続き介護保険事業計画の期間は３年間とすることが不可欠であると考えて
いるが、地方自治体における計画策定業務の負担が軽減されるよう、計画策定に係るシステムの改修や各
種マニュアルの作成・研修の実施等について、地方自治体のご意見も踏まえつつ、必要な改善を行ってまい
りたい。
（別紙あり）

【神奈川県】
新型コロナウイルス感染症対策のため、障害福祉計画改定
や医療計画の中間見直しについては、必ずしも昨年度中に
改定（中間見直し）を行わなくてもよいとされたが、介護保険
事業（支援）計画の改定は先送りは認められなかった。自治
体の判断で延期する余地がないことは問題と考える。
計画期間について、障害福祉計画と同様、介護保険事業
（支援）計画も計画期間は３年間であり、２年間の実績による
短いサイクルでの計画見直しとなっている。障害福祉計画に
関する意見への回答（管理番号157,198）では令和４年度に
議論を行うとされているが、介護保険事業（支援）計画も同様
に検討すべきではないか。
【香川県】
サービス見込み量等については介護保険財政に支障を来さ
ないよう報酬改定の時期に併せて３年ごとの見直しは必要で
あると考えるが、その他の施策の項目については施策実施
効果の検証を行い、PDCAサイクルを十分に発揮できるよう、
中長期的に取り組むべきものであると考える。具体的な期間
としてはサービス見込み量等算定の３年間の倍となる６年間
を計画期間とすることが適切であると考える。

【全国知事会】
計画の期間の義務付けについては、地方分
権改革推進委員会第３次勧告の趣旨を踏ま
え、廃止又は努力義務化するべきである。
【全国町村会】
提案団体の意向及び関係府省の回答を踏ま
え、法令の見直しを視野に入れた適切な対
応を求める。

○計画策定等の義務付けに関しては、法定された条項数が、過去10年
間で約1.5倍に増加するなど、国会や全国知事会においても強い問題意
識が示されているところであり、本提案に関しては、まずは法令上の対応
を基本として見直しを検討いただきたい。
○計画期間の短さがネックとなり、介護施設の整備を見送る事業者の発
生や、介護現場でのICTの活用等の新たな取組に注力することが難しい
といった問題が生じている。このような実態や、計画策定というプロセスを
踏まえると、３年という期間では足りないのではないか。
○３年毎に改定される報酬改定との整合性が取れた対応等ができないと
のことであるが、計画記載事項について、報酬改定に関連する事項とそう
でない事項に分類し、前者については策定から３年経過時に見直すこと
とした上で、計画期間自体は、地方公共団体の負担軽減やPDCAサイク
ルの円滑な推進の観点から、より適切な期間（６年間等）に見直すべきで
はないか。
○上記と併せて、計画策定の負担軽減を図るため何らかの措置を講じて
いくべきではないか。

令和４年度の調査研究事業で得た基礎資料をも
とに、社会保障審議会の意見を聴いた上で検討
し、令和５年度中に結論を得る。

令和４年度に調査研究事業を実施し、薬局にお
ける管理栄養士の業務内容や医師との連携状況
等について把握。

令和５年度中の検討を踏まえ
て、決定。

検討中５【厚生労働省】
（45）介護保険法（平９法123）
（xⅳ）管理栄養士が行う場合の居宅療養管理指導費（Ⅱ）（指定居宅サービスに要する費用の額
の算定に関する基準（平12 厚生省告示19））に、指定居宅療養管理指導事業所となっている病院
又は診療所と連携している薬局に所属する管理栄養士が居宅療養管理指導を行う場合を追加す
ることについては、社会保障審議会の意見を聴いた上で検討し、令和５年度中に結論を得る。そ
の結果に基づいて必要な措置を講ずる。

介護保険部会におけるとりまとめを踏まえ、「介護
保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保す
るための基本的な指針」の見直しを含めた検討を
行い、令和５年中に告示する。

また、令和４年度老人保健健康増進等事業によ
り作成した介護保険事業計画の効率的な作成に
資する手引きについて周知する。

告示等 地方公共団体の事務負担を軽
減する方策を検討し、令和５年
中に実施する。

社会保障審議会介護保険部会で議論を行い、
「介護保険制度の見直しに関する意見（令和４年
12月20日）」（※）を取りまとめ。
介護保険事業（支援）計画を作成する負担を軽減
するため、国として地域包括ケア「見える化」シス
テムの更なる機能改善や各種実態調査の集計・
分析ツールの提供を順次行っている。

※　介護保険制度の見直しに関する意見（抜粋）
（介護保険事業（支援）計画作成の効率化）
○　介護保険事業（支援）計画を作成する負担を
軽減するため、国として地域包括ケア「見える化」
システムの更なる機能改善や各種実態調査の
集計・分析ツールの提供を行うなど、計画作成支
援を強化することが重要である 。
○　また、介護保険事業（支援）計画に記載する
介護予防や施設整備等の目標については、必要
に応じて中長期で設定することも可能であること
を「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施
を確保するための基本的な指針」に明記すること
や、介護保険事業計画の効率的な作成に資する
手引きを国が作成するなど、計画作成の負担軽
減を図ることが適当である。

５【厚生労働省】
（45）介護保険法（平９法123）
（xⅲ）介護保険事業計画（117条１項及び118条１項）については、効率的かつ効果的な介護施策
の推進に資するよう、地方公共団体における事務の実態を踏まえつつ、「介護保険事業に係る保
険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針」（116条１項）の見直しを含め、地方公共団
体の事務負担を軽減する方策を検討し、令和５年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な
措置を講ずる。
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